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　要約  
　2008年に世界を襲った世界的規模の経済危機は、2009年末
には、問題を残すものの回復過程を辿っているとの認識が多数
を占めている。しかし、元に回復するのではなく、新たな局面に
入ったと考えるべきである。特に、消費者の意識と行動は大きな
変化を見せている。そこで、消費行動に対応する小売業態の変
化と今後の展望を専門店に絞って考察してみた。
　小売企業、特にファッション専門店が、付加価値を付与できる
要素として、商品以外には、サービスがある。顧客が満足できる
接客、ショップ空間を通じて付加価値を提案することである。商
品は、最近特に、多様な方法で入手できるようになってきている
が、サービスの提供は、個別、固有なもので強調すれば、一か所
しかない。ここで、他店と差別化すべき時代が到来している。顧
客は、自分の気に入った店、販売員、雰囲気の中で買い物を楽
しむ時代である。
　モノの販売の局面では、激しい価格競争で行き詰まりを見せて
いる。付加価値を付与できる余地は無くなってきている。デフレス
パイルを伴った、2008年以来の経済不況から脱却するには、価
格競争以外に競争の場を求めていかなければならない。
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と景気が回復しても、顧客は戻ってきてくれなくなる。
　生活者が「飽き」を感じている業態は他にもある。「ラグジュア
リーブランド」など高額品を売る専門店、売れ筋だけを追いかけ
る専門店、全国的に画一の商品を売るチェーン店、等も、この範
疇に入るのではないだろうか。
（3）マスコミュニケーションからネットコミュニケーションへ
　これら経済的な変化と同時に、社会的にも大きな変化が実現し
ている。これまでの日本の社会における情報の伝達は、マスメ
ディアを通して、時間差をもって広まっていった。そしてほとんど
の情報は大都市に集中し、新聞やテレビに代表されるメディアが
広め、主導権を持っていた。
　しかし、パソコンや携帯の普及は、ネットコミュニケーションを発
展させた。情報入手もショッピングもパソコンや携帯で行う、ネット
社会が成立した。さらに、電子カードの利用によって、現金を使わ
ずに、交通機関が利用できるようになり、買い物もポイントの付加
により、カード利用が促進されている。いわば、生活者の買い物
環境が一変してしまった。そのような状況にもかかわらず、従来型
の売り方、業態を死守しようとしている小売企業が多い。これま
で、ファッション衣料は、サイズや色の問題があり、ネットでの買い
物対象にならないというのが常識だったが、「東京ガールズコレク
ション」に代表されるイベントで、携帯で商品を買う若者が急増し、
常識は消えてしまった。それゆえ、ネットコミュニケーションを前提
とする販売システムの構築が急がれなければならなくなった。
　2  小売業態の現状と
そこから見えてくるもの
2.1  百貨店、量販店の衰退
　百貨店は、戦前戦後、量販店は、戦後、小売業態の主要業態
として圧倒的な生活者の支持を受けてきた。特に、団塊世代を中
心とする人口増を背景に、高度成長期の消費をサポートしてき
た。しかし、少子化、高齢化という社会基盤の変化は、業態との
間のギャップを拡大させている。2010年に入っても、百貨店は、
回復の方向性を明確には見い出せず、弱体化した店舗から順に
閉店整理を余儀なくされている。現在の百貨店の主要4グループ
は、3グループに統合される確率が高く、さらに、各グループ内の
整理が進むはずである。最終的には、大都市に大型店舗が残る
だけになり、他は、新業態に転換せざるをえなくなるであろう。
　一方、量販店は、すでに、2大グループに集約されており、しか
も、2グループとも、ファッション衣料については、赤字に転落して
いる。それゆえ、量販店として再生を図るのは難しく、既存の店
舗は、業態転換が行われるであろう。
2.2  ファストファッションの台頭と
　　好調に推移する低価格志向の店
　2007年日本の銀座に進出を果たしたスウェーデンの国際的企
業「H&M」は、人気化し行列が続いた。その後も急ピッチで、多
店舗展開に走っている。一方、「フォーエバー21」が原宿に出
店、こちらも人気化した。それ以前に進出を果たしている「ZARA」
や「トップショップ」も好調である。これらのファストファッション企業
は、さらに、主要都市への出店を計画しており、全国的に支持さ
れるであろう。
　同時に、ファーストリテイリング、「ユニクロ」が、ファストファッショ
ンとは一線を画する業態で、ヒット商品を連続させ、海外にも積
極的に拡大している。
　国内の企業では、低価格志向の店として、「しまむら」「ニトリ」等
が売り上げを伸ばしている。不況の中でも大健闘しているのは、
生活者の少しでも安くのニーズをキャッチしているからといえよ
う。
2.3  ネット販売、リアルショップとの関係
　ネット販売が好調である。パソコンが普及し、ネットで情報を簡
単に入手したり、メール交換ができるようになり、ネットを利用した
販売が、ファッション衣料にも広がっている。これまで、難点とされ
ていた、サイズがフィットするかわからない、色が実物と異なるの
ではという心配も、あのモデルがあのショーで来ていた服が欲し
いといった強い欲求や、リアルショップを開設し実物をみることが
できるサービス等で、懸念が払拭されつつある。新業態として、
いつでも、どこからでも、注文できる便宜性とも相まって、定着発
展する可能性に富んでいる。
　さらに最近では、リアルショップを開設し、試着ができるサービ
スもされはじめている。両者の持つ機能を交流させることにより、
新たなサービスが開発される可能性もある。
2.4  商品価値とサービス価値
　ファッション産業は、付加価値を顧客に提案し、満足してもらう
産業である。そして、付加価値には、商品価値とサービス価値が
存在する。これまでは、商品価値の評価のウエイトが大きく、サー
ビスは、プラスαの意味合いが強かった。ところが、豊富なタンス
在庫や低価格志向の強まりから、商品に付加価値を求めるのが
難しい環境になってきている。日本でモノを作るのでは、コスト競
争力のある中国をはじめアジア諸国に対抗するには、困難であ
る上に、ぎりぎりまで値を下げての価格競争には勝ち目はない。
　そこで、注目されるのが、「サービス価値」である。顧客にサービ
ス価値を理解してもらい、固定客、お得意さんになってもらうこと
で、生き残っていくことは可能であり、有望でもある。日本の小売
　1  生活者の意識・行動が大きく変わる
1.1  盛り上がりが見えない個人消費
（1）2009年、2010年、年末年始の動き
　2009年末のお歳暮商戦、クリスマス商戦は、盛り上がりを見せ
ぬままに新年を迎えた。2010年の初売りは、「巣ごもり消費」と呼
ばれるように、遠出を控えた人々が、大型商業施設に足を運び、
にぎわいを見せた。客数は増えたものの、売り上げは伸びず、福
袋人気の継続で、一部の百貨店や、ファッションビルで行列がで
きたが、全体の売り上げを押し上げる効果にはならなかった。
　特徴的には、価格志向が徹底し、安価な商品を求める行動が
主流になっている。海外から進出してきたファストファッションや
日本のユニクロに代表される低価格志向の小売企業に人気が集
中した半面、既存の主要業態は、百貨店の売り上げに象徴的に
見られるように、24か月(2010年2月現在)売り上げの前年割れが
続いている。ついに、2009年にはピーク時売り上げの70％を切る
7兆円割れに落ち込んでしまいしかも、回復傾向は未だ見えてい
ない（表1）。
　共通に見られることは、低価格消費、節約消費である。直接的に
は、ボーナスの減額、給与の伸びが期待できない、雇用不安、な
ど収入に関する不安要素の影響が大きい。その対応策として、生
活防衛、「節約」して収入減を補おうという姿勢が鮮明にみられる。
（2）いつ頃回復するのか、節約志向は続くのか
　ファッションの世界では、ファストファッションや低価格商品が人
気化している。しかし、これは、まだ、東京圏を中心にした動き
で、2010年以降、地方出店という形で2011年ころまでは、人気が
継続するものと思われる。しかし、生活者は、安価な商品に飽き、
良質なもの、贅沢なものへと回帰するはずである。同時に、景気
の回復は、その動きを促進する。景気回復傾向は、2010年末に
かけて確認され、新しい局面に入ってくる。その際、中国の経済
発展の影響は大きいものとなるはずである。
　一方、2010年は、バンクーバー冬季オリンピック、上海万国博
覧会、ワールドサッカー南アフリカ大会など、世界的なイベントが
開催される。特に、上海万博は、隣国中国での開催でもあり、隣
国のメリットを享受できる可能性も大きい。このような諸条件が重
なり、雇用不安が続くもの2011年末には、景気回復が実現する
であろう。
1.2  社会的・経済的変動が生活者の意識・行動を変える
（1）リーマンショックと世界的経済変動
　2008年、第3四半期に起こった、アメリカの証券会社リーマンブ
ラザースの経営破綻で、金融業界の抱える問題点が表面化、一
挙に世界中に波及した。金融業界に限らず、自動車業界にも問
題が広がり、景気は急降下した。各国は連携をしながら大胆な対
策を実施し、指標となる株価も、2010年年初には中国を筆頭に
元にもどりつつある。
　しかしながら、雇用の回復が鈍く、デフレ傾向が重なり、個人消
費の動きは低迷したままである。生活不安をもたらす大きな経済
変動は、生活者の意識・行動を変えてしまい、社会変化にもつな
がっている。
（2）低価格志向、巣ごもり消費、既存業態への飽き
　当然、生活者は、生活防衛のために意識・行動を変化させた。
象徴的には、次の3つを指摘することができる。
「低価格志向」
　収入が減り、将来に対する不安が大きくなれば、生活防衛に走
る、同じものなら1円でも安いものを、急ぐものでなければ買うのを
控える、消費の「節約」に努めるようになる。このような生活者の意
識・行動の変化に適切に対応したのが、偶然性もあるが「H&M」,
「ZARA」、「フォーエバー21」に代表されるファストファッションで
あった。生活者は、オープンに殺到、行列現象は社会的な話題
にもなった。同時に、「ユニクロ」が、単品レベルの大ヒットを連
続、世界進出も積極的に行い人気化した。その他、低価格志向
を鮮明にした「しまむら」「ニトリ」が売り上げを伸ばしている。
「巣ごもり消費」
　外出するとつい無駄なお金を使ってしまったり、コストもかかる。
それよりも、家で静かに過ごすことの方がいいという考え方が浸
透している。買い物も、ネットショッピングを利用してあまりわざわ
ざ買い物に出かけようとしない。高齢者ばかりではなく若者も同じ
ような行動をとるものが増えている。
「既存業態への飽き」
　百貨店、量販店というこれまでの中心的な業態が、連続して売
り上げを落としている。一時的な売り上げ低下であれば、回復期
待をもてるが、「業態」（売り方）そのものに新鮮さ、魅力を感じなく
なっている。消費を控えようとしたとき、その気持ちを抑えてまで
行こうとは思えない。現在の、百貨店、量販店がまさにその対象
になっている。そうなると、「業態」そのものを根本的に見直さない
店のサービスレベルは、世界最高レベルにあり、顧客の満足する
接客と店舗空間を提供することで、結果、売り上げを伸ばすだけ
でなく、「サービス付加価値」を創造し提供することで、新業態に
もなる可能性がある。
　3  専門店業態はどう変わるか
3.1  生活者の商品入手選択肢の多様化
　ネット販売の登場もあって、生活者の商品入手の選択肢は、一
段と豊富になっている。これまでは、大半のモノは、店に行かな
ければモノを手に入れることができなかったが、現在では、家庭
内から、24時間、海外にまでも、商品購入の手段は豊富になって
いる。生活者のライフスタイルや環境によって、さまざまなパター
ンが用意されるようになってきている。そうなると、既存の固定的
な、制約のある買い方をしなくてもモノが買える自由な業態を提
案できるはずである。
3.2  専門性の発揮と顧客を満足させる環境の登場
　専門店ビジネスにとって、顧客にどのようなサービスを提供で
き、かつ、満足してもらえるかが、存続の鍵を握っている。商品は
同じでも、満足度に差を付けることができる。接客による差別化が
基本だが、最近では、五感を満足できるショップ空間づくりに工
夫が加えられるようになってきた。顧客が、自分の好きな洋服を
買う時に、チケットを購入して、コンサートに行き演奏を楽しむ、
自分の好きな空間と時間の経過に酔いしれるのと同じように、自
分の好きなブランドの服を、自分の気に入った空間で、センスの
よい気に入った販売スタッフから接客を受けることで、顧客は十
分満足してくれるはずである、そのことの繰り返しが、固定客の増
加につながってくる。
3.3  事業展開の立地が多様化、グローバル化する
　これまで、ファッションビジネスが展開できる立地は、人通りの多
い大都市の中心地やターミナルに限定されすぎてきたきらいが
ある。しかしながら、現在では、人口の少ない地域でも、必要顧
客数が確保できれば、立地として成立する。必ずしも「ショップ空
間」が特定されなくても、仮想空間であっておよい。
　また、国境を超えての出店も、カントリーリスクはあるもののこれ
からは、立地候補の中に位置づけることができる。ネット販売の登
場で、立地は、無限大にも広がろうとしている。
　4  期待される専門店業態
4.1  地域基盤のサービス型専門店
　地域に根差し、ファッション情報が豊富で個性的でリーダーシッ
プの強い経営者のもとに経営される専門店で、限定したショップ
数で展開をする。顧客は固定客が大半を占める。サービスが徹
底し、顧客満足度の高い店。サービス付加価値を創造・提供でき
る店。合わせ、ネット販売の仕組みも持っている専門店を考えて
みた。
　さらに、成立する条件を整理すると（表2）、
　この業態を、サポートする動き、背景としては次のような事象を
紹介出来る（表3）。
4.2  ネットショッピング
　ネットショッピングは、これまで、ファッションビジネスには不向き
であるという認識で受け止められていた。しかし、実際の動きが、
その概念を破壊してしまった。リアルショップで売られている付加
価値のあまり高くない商品を、ネットでも売ってみるという発想の
延長ではない。
　商品価値よりも、実態は、顧客は、「情報価値」を買っていると
受け止めるべきであろう。それゆえ、サイズがぴったりしていなく
ても、色が想定していたものと一致しなくても、モデルの誰々さん
が着ていた同じ服が手に入ることに満足するのである。しかも、
東京から遠い、地方に住んでいても手に入れることができる喜び
もある。
　ネットショッピングで成功するポイントは、パソコンや携帯から洋
服を購入できる
　仕組み、単なる通信販売ではないということである。ひとつの業
態を構成する一機能であると考えるとき、応用範囲の広い業態で
あるといえよう。
4.3  その他の期待される専門店業態
　既存の専門店の中心業態には、SPA（製造小売業）、セレクト
ショップ、ライフスタイルショップ、がある。しかし、先行したSPA
は、引きつけてからモノ作りをするため、どこも同じ、売れ筋追求
型に陥り、顧客離れを起こしている。
　セレクトショップは、セレクトの基準が明確であれば、切り口は豊
富に存在するため、SPAを超えて中心的な存在を維持しつづけ
るだろう。
　そして、ライフスタイルショップは、これからますます、人々のライ
フスタイル志向が強まるため、さらに増加をするであろう。
　5  2011年以降の新専門店時代への期待
5.1  業態が衰退過程にはいると
　　景気回復しても元には戻らない
　景気回復といっても、既存の企業が、そのまま業績回復すると
いう意味ではない。
　これまで、大きな変革を経験しているが、変革が大きいほど、新
しい企業が、売り上げを増やす傾向がみられる。ヤングカジュア
ルファッションは、爆発的な人気をもたらした。しかし、団塊世代
が過ぎ去ったあと、団塊ジュニアの到来を待ったが、品揃え型専
門店からDCブランドという異なる業態に移行してしまった事実を
経験している。
　現在、不振の中心である百貨店や、量販店(GMS)は、同じこと
をやっていたのでは、売り上げの回復は期待できない。景気回
復時には、生活者の関心は、新業態に移行する確率が高いと思
われるからである。
　業態が、一度生活者に飽きられると、回復は困難である。今回
の不況は、既存の業態に対する生活者の関心離れにその特徴
のひとつがある。売上が一時的な低下なのか、構造的な問題を
含んでいるのかは、経験的に、売上の前年対比が、90％を割り
込んで推移するかどうかにある。10％以内の売り上げダウンは、
天候の問題や、品揃えの失敗に起因するもので、修正可能、修
復可能である。一方、９０％を継続的に割り込むのは、業態自体
が、生活者の支持を失い、売り方として機能しなくなってしまった
と、疑わねばならない。解決策は、抜本的なものでなければなら
ない。
5.2  市場環境の認識と前提としての人材の育成
　日本のファッション業界は、大きな岐路に立っている。なぜな
ら、これまでの主力業態が、社会、経済の変化から乖離し、修復
不可能に近い状態に追い込まれているからである。ファッション
業界はこれまで、次々に新業態と取組み、顧客の変化に対応し
てきた。
　それゆえ、現在の市場環境はどうなっているのかの認識とその
変化の方向性を的確に予測する能力が求められる。そのために
は、日本における市場環境の変化と業界が、具体的にどう対応
してきたかの歴史的検証が必要である。（詳細は、別途論文化す
る予定にしている）。専門店業界では、次のような変遷をたどり今
日に至っている（表4,5）。
　このような仮説を、現場（店頭）、ライバル、街、を観察することで
入手できる情報を収集し、スクランブルされ熟成された時に、発
想することが可能になる。
5.3  起業への積極的な取り組み
　新しい業態を模索するには、起業にチャレンジする必要があ
る。業態は、綿密に組み立てられても、必ずしも効果をはっきす
るものではない。起業は、リスキーであり、連続した失敗は回避し
なければならないが、かといって、チャレンジしなければ、新業態
を確立することはできない。若い人には、業界での経験を積んだ
後、積極的に取り組んでほしいものである。変革後の社会では、
過去の呪縛が行動変化を遅らせてしまう。特に、過去の成功体
験は、新しい発想に際し阻害要因になる傾向が多くみられるから
注意が必要である。
5.4  まとめ
　大規模な生活者の意識行動の変化を脱却する際には、既存の
業態の売り上げ回復はあまり期待できない。景気拡大の担い手
になるのは、新業態である。これまで、団塊世代が支えていた品
揃え型専門店が、団塊ジュニアの台頭を待ち、復活を期待した
が、結果は、DCブランド、09系ジュニアブランド等の新規業態へ
顧客は流れて行ってしまい、期待が空振りに終わったことがあ
る。これからの専門店の新業態に共通に見られる要素としては、
次のようなものになるであろう（表6）。
　最大の特徴は、大都市基盤ではない、コミュニティー基盤の上
に成立する。そして地産地消、が核、結果、独自性の発揮にな
り、コンセプトの明確化につながる。それゆえ、フランチャイズで
の個性発揮が、ネット等での全国販売、グローバル化につながっ
てくるのである。
　生活者の評価は、圧倒される地域より、同化できる地域に高ま
りつつある。大都市への流れは、集中は、情報伝達が同時性で
可能な時代の基盤、マスコミュニケーションのもとに出てきたトレ
ンドといえよう。
　小売業の業態とは、売り方の仕組みであり、生活者の評価に
よって命運が左右される。小売企業には、何を売るかがまず最初
にあり、それを効果的、効率的に売るための売り方（業態）を創造
したり、既存の業態から選択する。
　このように、これまでは、モノを介在として、顧客(購入者)とつな
がりを持っていた。それは、顧客が必要とする時にできるつながり
で、つながりがあるからモノを買うという関係になっていなかった。
そのため、売り上げが不安定になる傾向があったが、モノに対す
る需要が強い時代には、適正な仕組みであった。
　しかし、モノが充足している状態、競争相手が多く、強力なライ
バルを相手にする場合、必要売上を確保するのは容易なことで
はない。モノが同質化し、付加価値が相対的に小さくなる時代に
は、価格競争に入る。その場合、給与水準が高く、人件費ウエイ
トが高い日本の場合、中国をはじめとするアジアの諸国に勝って
行くには、競争の基準を、価格競争以外に求めなければならな
い。
　この問題意識こそ、小論をまとめるきっかけになったものであ
り、ここでのチャレンジが、ファッション業界に再び、成長発展をも
たらす可能性を秘めている。
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The relation between change of
consumers’ action and new specialty shops
　要約  
　2008年に世界を襲った世界的規模の経済危機は、2009年末
には、問題を残すものの回復過程を辿っているとの認識が多数
を占めている。しかし、元に回復するのではなく、新たな局面に
入ったと考えるべきである。特に、消費者の意識と行動は大きな
変化を見せている。そこで、消費行動に対応する小売業態の変
化と今後の展望を専門店に絞って考察してみた。
　小売企業、特にファッション専門店が、付加価値を付与できる
要素として、商品以外には、サービスがある。顧客が満足できる
接客、ショップ空間を通じて付加価値を提案することである。商
品は、最近特に、多様な方法で入手できるようになってきている
が、サービスの提供は、個別、固有なもので強調すれば、一か所
しかない。ここで、他店と差別化すべき時代が到来している。顧
客は、自分の気に入った店、販売員、雰囲気の中で買い物を楽
しむ時代である。
　モノの販売の局面では、激しい価格競争で行き詰まりを見せて
いる。付加価値を付与できる余地は無くなってきている。デフレス
パイルを伴った、2008年以来の経済不況から脱却するには、価
格競争以外に競争の場を求めていかなければならない。
【キーワード】
・業態
・付加価値
・ファストファッション
・巣ごもり消費
・ネットコミュニケーション
・市場環境
と景気が回復しても、顧客は戻ってきてくれなくなる。
　生活者が「飽き」を感じている業態は他にもある。「ラグジュア
リーブランド」など高額品を売る専門店、売れ筋だけを追いかけ
る専門店、全国的に画一の商品を売るチェーン店、等も、この範
疇に入るのではないだろうか。
（3）マスコミュニケーションからネットコミュニケーションへ
　これら経済的な変化と同時に、社会的にも大きな変化が実現し
ている。これまでの日本の社会における情報の伝達は、マスメ
ディアを通して、時間差をもって広まっていった。そしてほとんど
の情報は大都市に集中し、新聞やテレビに代表されるメディアが
広め、主導権を持っていた。
　しかし、パソコンや携帯の普及は、ネットコミュニケーションを発
展させた。情報入手もショッピングもパソコンや携帯で行う、ネット
社会が成立した。さらに、電子カードの利用によって、現金を使わ
ずに、交通機関が利用できるようになり、買い物もポイントの付加
により、カード利用が促進されている。いわば、生活者の買い物
環境が一変してしまった。そのような状況にもかかわらず、従来型
の売り方、業態を死守しようとしている小売企業が多い。これま
で、ファッション衣料は、サイズや色の問題があり、ネットでの買い
物対象にならないというのが常識だったが、「東京ガールズコレク
ション」に代表されるイベントで、携帯で商品を買う若者が急増し、
常識は消えてしまった。それゆえ、ネットコミュニケーションを前提
とする販売システムの構築が急がれなければならなくなった。
　2  小売業態の現状と
そこから見えてくるもの
2.1  百貨店、量販店の衰退
　百貨店は、戦前戦後、量販店は、戦後、小売業態の主要業態
として圧倒的な生活者の支持を受けてきた。特に、団塊世代を中
心とする人口増を背景に、高度成長期の消費をサポートしてき
た。しかし、少子化、高齢化という社会基盤の変化は、業態との
間のギャップを拡大させている。2010年に入っても、百貨店は、
回復の方向性を明確には見い出せず、弱体化した店舗から順に
閉店整理を余儀なくされている。現在の百貨店の主要4グループ
は、3グループに統合される確率が高く、さらに、各グループ内の
整理が進むはずである。最終的には、大都市に大型店舗が残る
だけになり、他は、新業態に転換せざるをえなくなるであろう。
　一方、量販店は、すでに、2大グループに集約されており、しか
も、2グループとも、ファッション衣料については、赤字に転落して
いる。それゆえ、量販店として再生を図るのは難しく、既存の店
舗は、業態転換が行われるであろう。
2.2  ファストファッションの台頭と
　　好調に推移する低価格志向の店
　2007年日本の銀座に進出を果たしたスウェーデンの国際的企
業「H&M」は、人気化し行列が続いた。その後も急ピッチで、多
店舗展開に走っている。一方、「フォーエバー21」が原宿に出
店、こちらも人気化した。それ以前に進出を果たしている「ZARA」
や「トップショップ」も好調である。これらのファストファッション企業
は、さらに、主要都市への出店を計画しており、全国的に支持さ
れるであろう。
　同時に、ファーストリテイリング、「ユニクロ」が、ファストファッショ
ンとは一線を画する業態で、ヒット商品を連続させ、海外にも積
極的に拡大している。
　国内の企業では、低価格志向の店として、「しまむら」「ニトリ」等
が売り上げを伸ばしている。不況の中でも大健闘しているのは、
生活者の少しでも安くのニーズをキャッチしているからといえよ
う。
2.3  ネット販売、リアルショップとの関係
　ネット販売が好調である。パソコンが普及し、ネットで情報を簡
単に入手したり、メール交換ができるようになり、ネットを利用した
販売が、ファッション衣料にも広がっている。これまで、難点とされ
ていた、サイズがフィットするかわからない、色が実物と異なるの
ではという心配も、あのモデルがあのショーで来ていた服が欲し
いといった強い欲求や、リアルショップを開設し実物をみることが
できるサービス等で、懸念が払拭されつつある。新業態として、
いつでも、どこからでも、注文できる便宜性とも相まって、定着発
展する可能性に富んでいる。
　さらに最近では、リアルショップを開設し、試着ができるサービ
スもされはじめている。両者の持つ機能を交流させることにより、
新たなサービスが開発される可能性もある。
2.4  商品価値とサービス価値
　ファッション産業は、付加価値を顧客に提案し、満足してもらう
産業である。そして、付加価値には、商品価値とサービス価値が
存在する。これまでは、商品価値の評価のウエイトが大きく、サー
ビスは、プラスαの意味合いが強かった。ところが、豊富なタンス
在庫や低価格志向の強まりから、商品に付加価値を求めるのが
難しい環境になってきている。日本でモノを作るのでは、コスト競
争力のある中国をはじめアジア諸国に対抗するには、困難であ
る上に、ぎりぎりまで値を下げての価格競争には勝ち目はない。
　そこで、注目されるのが、「サービス価値」である。顧客にサービ
ス価値を理解してもらい、固定客、お得意さんになってもらうこと
で、生き残っていくことは可能であり、有望でもある。日本の小売
　1  生活者の意識・行動が大きく変わる
1.1  盛り上がりが見えない個人消費
（1）2009年、2010年、年末年始の動き
　2009年末のお歳暮商戦、クリスマス商戦は、盛り上がりを見せ
ぬままに新年を迎えた。2010年の初売りは、「巣ごもり消費」と呼
ばれるように、遠出を控えた人々が、大型商業施設に足を運び、
にぎわいを見せた。客数は増えたものの、売り上げは伸びず、福
袋人気の継続で、一部の百貨店や、ファッションビルで行列がで
きたが、全体の売り上げを押し上げる効果にはならなかった。
　特徴的には、価格志向が徹底し、安価な商品を求める行動が
主流になっている。海外から進出してきたファストファッションや
日本のユニクロに代表される低価格志向の小売企業に人気が集
中した半面、既存の主要業態は、百貨店の売り上げに象徴的に
見られるように、24か月(2010年2月現在)売り上げの前年割れが
続いている。ついに、2009年にはピーク時売り上げの70％を切る
7兆円割れに落ち込んでしまいしかも、回復傾向は未だ見えてい
ない（表1）。
　共通に見られることは、低価格消費、節約消費である。直接的に
は、ボーナスの減額、給与の伸びが期待できない、雇用不安、な
ど収入に関する不安要素の影響が大きい。その対応策として、生
活防衛、「節約」して収入減を補おうという姿勢が鮮明にみられる。
（2）いつ頃回復するのか、節約志向は続くのか
　ファッションの世界では、ファストファッションや低価格商品が人
気化している。しかし、これは、まだ、東京圏を中心にした動き
で、2010年以降、地方出店という形で2011年ころまでは、人気が
継続するものと思われる。しかし、生活者は、安価な商品に飽き、
良質なもの、贅沢なものへと回帰するはずである。同時に、景気
の回復は、その動きを促進する。景気回復傾向は、2010年末に
かけて確認され、新しい局面に入ってくる。その際、中国の経済
発展の影響は大きいものとなるはずである。
　一方、2010年は、バンクーバー冬季オリンピック、上海万国博
覧会、ワールドサッカー南アフリカ大会など、世界的なイベントが
開催される。特に、上海万博は、隣国中国での開催でもあり、隣
国のメリットを享受できる可能性も大きい。このような諸条件が重
なり、雇用不安が続くもの2011年末には、景気回復が実現する
であろう。
1.2  社会的・経済的変動が生活者の意識・行動を変える
（1）リーマンショックと世界的経済変動
　2008年、第3四半期に起こった、アメリカの証券会社リーマンブ
ラザースの経営破綻で、金融業界の抱える問題点が表面化、一
挙に世界中に波及した。金融業界に限らず、自動車業界にも問
題が広がり、景気は急降下した。各国は連携をしながら大胆な対
策を実施し、指標となる株価も、2010年年初には中国を筆頭に
元にもどりつつある。
　しかしながら、雇用の回復が鈍く、デフレ傾向が重なり、個人消
費の動きは低迷したままである。生活不安をもたらす大きな経済
変動は、生活者の意識・行動を変えてしまい、社会変化にもつな
がっている。
（2）低価格志向、巣ごもり消費、既存業態への飽き
　当然、生活者は、生活防衛のために意識・行動を変化させた。
象徴的には、次の3つを指摘することができる。
「低価格志向」
　収入が減り、将来に対する不安が大きくなれば、生活防衛に走
る、同じものなら1円でも安いものを、急ぐものでなければ買うのを
控える、消費の「節約」に努めるようになる。このような生活者の意
識・行動の変化に適切に対応したのが、偶然性もあるが「H&M」,
「ZARA」、「フォーエバー21」に代表されるファストファッションで
あった。生活者は、オープンに殺到、行列現象は社会的な話題
にもなった。同時に、「ユニクロ」が、単品レベルの大ヒットを連
続、世界進出も積極的に行い人気化した。その他、低価格志向
を鮮明にした「しまむら」「ニトリ」が売り上げを伸ばしている。
「巣ごもり消費」
　外出するとつい無駄なお金を使ってしまったり、コストもかかる。
それよりも、家で静かに過ごすことの方がいいという考え方が浸
透している。買い物も、ネットショッピングを利用してあまりわざわ
ざ買い物に出かけようとしない。高齢者ばかりではなく若者も同じ
ような行動をとるものが増えている。
「既存業態への飽き」
　百貨店、量販店というこれまでの中心的な業態が、連続して売
り上げを落としている。一時的な売り上げ低下であれば、回復期
待をもてるが、「業態」（売り方）そのものに新鮮さ、魅力を感じなく
なっている。消費を控えようとしたとき、その気持ちを抑えてまで
行こうとは思えない。現在の、百貨店、量販店がまさにその対象
になっている。そうなると、「業態」そのものを根本的に見直さない
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店のサービスレベルは、世界最高レベルにあり、顧客の満足する
接客と店舗空間を提供することで、結果、売り上げを伸ばすだけ
でなく、「サービス付加価値」を創造し提供することで、新業態に
もなる可能性がある。
　3  専門店業態はどう変わるか
3.1  生活者の商品入手選択肢の多様化
　ネット販売の登場もあって、生活者の商品入手の選択肢は、一
段と豊富になっている。これまでは、大半のモノは、店に行かな
ければモノを手に入れることができなかったが、現在では、家庭
内から、24時間、海外にまでも、商品購入の手段は豊富になって
いる。生活者のライフスタイルや環境によって、さまざまなパター
ンが用意されるようになってきている。そうなると、既存の固定的
な、制約のある買い方をしなくてもモノが買える自由な業態を提
案できるはずである。
3.2  専門性の発揮と顧客を満足させる環境の登場
　専門店ビジネスにとって、顧客にどのようなサービスを提供で
き、かつ、満足してもらえるかが、存続の鍵を握っている。商品は
同じでも、満足度に差を付けることができる。接客による差別化が
基本だが、最近では、五感を満足できるショップ空間づくりに工
夫が加えられるようになってきた。顧客が、自分の好きな洋服を
買う時に、チケットを購入して、コンサートに行き演奏を楽しむ、
自分の好きな空間と時間の経過に酔いしれるのと同じように、自
分の好きなブランドの服を、自分の気に入った空間で、センスの
よい気に入った販売スタッフから接客を受けることで、顧客は十
分満足してくれるはずである、そのことの繰り返しが、固定客の増
加につながってくる。
3.3  事業展開の立地が多様化、グローバル化する
　これまで、ファッションビジネスが展開できる立地は、人通りの多
い大都市の中心地やターミナルに限定されすぎてきたきらいが
ある。しかしながら、現在では、人口の少ない地域でも、必要顧
客数が確保できれば、立地として成立する。必ずしも「ショップ空
間」が特定されなくても、仮想空間であっておよい。
　また、国境を超えての出店も、カントリーリスクはあるもののこれ
からは、立地候補の中に位置づけることができる。ネット販売の登
場で、立地は、無限大にも広がろうとしている。
　4  期待される専門店業態
4.1  地域基盤のサービス型専門店
　地域に根差し、ファッション情報が豊富で個性的でリーダーシッ
プの強い経営者のもとに経営される専門店で、限定したショップ
数で展開をする。顧客は固定客が大半を占める。サービスが徹
底し、顧客満足度の高い店。サービス付加価値を創造・提供でき
る店。合わせ、ネット販売の仕組みも持っている専門店を考えて
みた。
　さらに、成立する条件を整理すると（表2）、
　この業態を、サポートする動き、背景としては次のような事象を
紹介出来る（表3）。
4.2  ネットショッピング
　ネットショッピングは、これまで、ファッションビジネスには不向き
であるという認識で受け止められていた。しかし、実際の動きが、
その概念を破壊してしまった。リアルショップで売られている付加
価値のあまり高くない商品を、ネットでも売ってみるという発想の
延長ではない。
　商品価値よりも、実態は、顧客は、「情報価値」を買っていると
受け止めるべきであろう。それゆえ、サイズがぴったりしていなく
ても、色が想定していたものと一致しなくても、モデルの誰々さん
が着ていた同じ服が手に入ることに満足するのである。しかも、
東京から遠い、地方に住んでいても手に入れることができる喜び
もある。
　ネットショッピングで成功するポイントは、パソコンや携帯から洋
服を購入できる
　仕組み、単なる通信販売ではないということである。ひとつの業
態を構成する一機能であると考えるとき、応用範囲の広い業態で
あるといえよう。
4.3  その他の期待される専門店業態
　既存の専門店の中心業態には、SPA（製造小売業）、セレクト
ショップ、ライフスタイルショップ、がある。しかし、先行したSPA
は、引きつけてからモノ作りをするため、どこも同じ、売れ筋追求
型に陥り、顧客離れを起こしている。
　セレクトショップは、セレクトの基準が明確であれば、切り口は豊
富に存在するため、SPAを超えて中心的な存在を維持しつづけ
るだろう。
　そして、ライフスタイルショップは、これからますます、人々のライ
フスタイル志向が強まるため、さらに増加をするであろう。
　5  2011年以降の新専門店時代への期待
5.1  業態が衰退過程にはいると
　　景気回復しても元には戻らない
　景気回復といっても、既存の企業が、そのまま業績回復すると
いう意味ではない。
　これまで、大きな変革を経験しているが、変革が大きいほど、新
しい企業が、売り上げを増やす傾向がみられる。ヤングカジュア
ルファッションは、爆発的な人気をもたらした。しかし、団塊世代
が過ぎ去ったあと、団塊ジュニアの到来を待ったが、品揃え型専
門店からDCブランドという異なる業態に移行してしまった事実を
経験している。
　現在、不振の中心である百貨店や、量販店(GMS)は、同じこと
をやっていたのでは、売り上げの回復は期待できない。景気回
復時には、生活者の関心は、新業態に移行する確率が高いと思
われるからである。
　業態が、一度生活者に飽きられると、回復は困難である。今回
の不況は、既存の業態に対する生活者の関心離れにその特徴
のひとつがある。売上が一時的な低下なのか、構造的な問題を
含んでいるのかは、経験的に、売上の前年対比が、90％を割り
込んで推移するかどうかにある。10％以内の売り上げダウンは、
天候の問題や、品揃えの失敗に起因するもので、修正可能、修
復可能である。一方、９０％を継続的に割り込むのは、業態自体
が、生活者の支持を失い、売り方として機能しなくなってしまった
と、疑わねばならない。解決策は、抜本的なものでなければなら
ない。
5.2  市場環境の認識と前提としての人材の育成
　日本のファッション業界は、大きな岐路に立っている。なぜな
ら、これまでの主力業態が、社会、経済の変化から乖離し、修復
不可能に近い状態に追い込まれているからである。ファッション
業界はこれまで、次々に新業態と取組み、顧客の変化に対応し
てきた。
　それゆえ、現在の市場環境はどうなっているのかの認識とその
変化の方向性を的確に予測する能力が求められる。そのために
は、日本における市場環境の変化と業界が、具体的にどう対応
してきたかの歴史的検証が必要である。（詳細は、別途論文化す
る予定にしている）。専門店業界では、次のような変遷をたどり今
日に至っている（表4,5）。
　このような仮説を、現場（店頭）、ライバル、街、を観察することで
入手できる情報を収集し、スクランブルされ熟成された時に、発
想することが可能になる。
5.3  起業への積極的な取り組み
　新しい業態を模索するには、起業にチャレンジする必要があ
る。業態は、綿密に組み立てられても、必ずしも効果をはっきす
るものではない。起業は、リスキーであり、連続した失敗は回避し
なければならないが、かといって、チャレンジしなければ、新業態
を確立することはできない。若い人には、業界での経験を積んだ
後、積極的に取り組んでほしいものである。変革後の社会では、
過去の呪縛が行動変化を遅らせてしまう。特に、過去の成功体
験は、新しい発想に際し阻害要因になる傾向が多くみられるから
注意が必要である。
5.4  まとめ
　大規模な生活者の意識行動の変化を脱却する際には、既存の
業態の売り上げ回復はあまり期待できない。景気拡大の担い手
になるのは、新業態である。これまで、団塊世代が支えていた品
揃え型専門店が、団塊ジュニアの台頭を待ち、復活を期待した
が、結果は、DCブランド、09系ジュニアブランド等の新規業態へ
顧客は流れて行ってしまい、期待が空振りに終わったことがあ
る。これからの専門店の新業態に共通に見られる要素としては、
次のようなものになるであろう（表6）。
　最大の特徴は、大都市基盤ではない、コミュニティー基盤の上
に成立する。そして地産地消、が核、結果、独自性の発揮にな
り、コンセプトの明確化につながる。それゆえ、フランチャイズで
の個性発揮が、ネット等での全国販売、グローバル化につながっ
てくるのである。
　生活者の評価は、圧倒される地域より、同化できる地域に高ま
りつつある。大都市への流れは、集中は、情報伝達が同時性で
可能な時代の基盤、マスコミュニケーションのもとに出てきたトレ
ンドといえよう。
　小売業の業態とは、売り方の仕組みであり、生活者の評価に
よって命運が左右される。小売企業には、何を売るかがまず最初
にあり、それを効果的、効率的に売るための売り方（業態）を創造
したり、既存の業態から選択する。
　このように、これまでは、モノを介在として、顧客(購入者)とつな
がりを持っていた。それは、顧客が必要とする時にできるつながり
で、つながりがあるからモノを買うという関係になっていなかった。
そのため、売り上げが不安定になる傾向があったが、モノに対す
る需要が強い時代には、適正な仕組みであった。
　しかし、モノが充足している状態、競争相手が多く、強力なライ
バルを相手にする場合、必要売上を確保するのは容易なことで
はない。モノが同質化し、付加価値が相対的に小さくなる時代に
は、価格競争に入る。その場合、給与水準が高く、人件費ウエイ
トが高い日本の場合、中国をはじめとするアジアの諸国に勝って
行くには、競争の基準を、価格競争以外に求めなければならな
い。
　この問題意識こそ、小論をまとめるきっかけになったものであ
り、ここでのチャレンジが、ファッション業界に再び、成長発展をも
たらす可能性を秘めている。
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表1：09年、10年、年末・年始の消費動向の特徴
　要約  
　2008年に世界を襲った世界的規模の経済危機は、2009年末
には、問題を残すものの回復過程を辿っているとの認識が多数
を占めている。しかし、元に回復するのではなく、新たな局面に
入ったと考えるべきである。特に、消費者の意識と行動は大きな
変化を見せている。そこで、消費行動に対応する小売業態の変
化と今後の展望を専門店に絞って考察してみた。
　小売企業、特にファッション専門店が、付加価値を付与できる
要素として、商品以外には、サービスがある。顧客が満足できる
接客、ショップ空間を通じて付加価値を提案することである。商
品は、最近特に、多様な方法で入手できるようになってきている
が、サービスの提供は、個別、固有なもので強調すれば、一か所
しかない。ここで、他店と差別化すべき時代が到来している。顧
客は、自分の気に入った店、販売員、雰囲気の中で買い物を楽
しむ時代である。
　モノの販売の局面では、激しい価格競争で行き詰まりを見せて
いる。付加価値を付与できる余地は無くなってきている。デフレス
パイルを伴った、2008年以来の経済不況から脱却するには、価
格競争以外に競争の場を求めていかなければならない。
【キーワード】
・業態
・付加価値
・ファストファッション
・巣ごもり消費
・ネットコミュニケーション
・市場環境
と景気が回復しても、顧客は戻ってきてくれなくなる。
　生活者が「飽き」を感じている業態は他にもある。「ラグジュア
リーブランド」など高額品を売る専門店、売れ筋だけを追いかけ
る専門店、全国的に画一の商品を売るチェーン店、等も、この範
疇に入るのではないだろうか。
（3）マスコミュニケーションからネットコミュニケーションへ
　これら経済的な変化と同時に、社会的にも大きな変化が実現し
ている。これまでの日本の社会における情報の伝達は、マスメ
ディアを通して、時間差をもって広まっていった。そしてほとんど
の情報は大都市に集中し、新聞やテレビに代表されるメディアが
広め、主導権を持っていた。
　しかし、パソコンや携帯の普及は、ネットコミュニケーションを発
展させた。情報入手もショッピングもパソコンや携帯で行う、ネット
社会が成立した。さらに、電子カードの利用によって、現金を使わ
ずに、交通機関が利用できるようになり、買い物もポイントの付加
により、カード利用が促進されている。いわば、生活者の買い物
環境が一変してしまった。そのような状況にもかかわらず、従来型
の売り方、業態を死守しようとしている小売企業が多い。これま
で、ファッション衣料は、サイズや色の問題があり、ネットでの買い
物対象にならないというのが常識だったが、「東京ガールズコレク
ション」に代表されるイベントで、携帯で商品を買う若者が急増し、
常識は消えてしまった。それゆえ、ネットコミュニケーションを前提
とする販売システムの構築が急がれなければならなくなった。
　2  小売業態の現状と
そこから見えてくるもの
2.1  百貨店、量販店の衰退
　百貨店は、戦前戦後、量販店は、戦後、小売業態の主要業態
として圧倒的な生活者の支持を受けてきた。特に、団塊世代を中
心とする人口増を背景に、高度成長期の消費をサポートしてき
た。しかし、少子化、高齢化という社会基盤の変化は、業態との
間のギャップを拡大させている。2010年に入っても、百貨店は、
回復の方向性を明確には見い出せず、弱体化した店舗から順に
閉店整理を余儀なくされている。現在の百貨店の主要4グループ
は、3グループに統合される確率が高く、さらに、各グループ内の
整理が進むはずである。最終的には、大都市に大型店舗が残る
だけになり、他は、新業態に転換せざるをえなくなるであろう。
　一方、量販店は、すでに、2大グループに集約されており、しか
も、2グループとも、ファッション衣料については、赤字に転落して
いる。それゆえ、量販店として再生を図るのは難しく、既存の店
舗は、業態転換が行われるであろう。
2.2  ファストファッションの台頭と
　　好調に推移する低価格志向の店
　2007年日本の銀座に進出を果たしたスウェーデンの国際的企
業「H&M」は、人気化し行列が続いた。その後も急ピッチで、多
店舗展開に走っている。一方、「フォーエバー21」が原宿に出
店、こちらも人気化した。それ以前に進出を果たしている「ZARA」
や「トップショップ」も好調である。これらのファストファッション企業
は、さらに、主要都市への出店を計画しており、全国的に支持さ
れるであろう。
　同時に、ファーストリテイリング、「ユニクロ」が、ファストファッショ
ンとは一線を画する業態で、ヒット商品を連続させ、海外にも積
極的に拡大している。
　国内の企業では、低価格志向の店として、「しまむら」「ニトリ」等
が売り上げを伸ばしている。不況の中でも大健闘しているのは、
生活者の少しでも安くのニーズをキャッチしているからといえよ
う。
2.3  ネット販売、リアルショップとの関係
　ネット販売が好調である。パソコンが普及し、ネットで情報を簡
単に入手したり、メール交換ができるようになり、ネットを利用した
販売が、ファッション衣料にも広がっている。これまで、難点とされ
ていた、サイズがフィットするかわからない、色が実物と異なるの
ではという心配も、あのモデルがあのショーで来ていた服が欲し
いといった強い欲求や、リアルショップを開設し実物をみることが
できるサービス等で、懸念が払拭されつつある。新業態として、
いつでも、どこからでも、注文できる便宜性とも相まって、定着発
展する可能性に富んでいる。
　さらに最近では、リアルショップを開設し、試着ができるサービ
スもされはじめている。両者の持つ機能を交流させることにより、
新たなサービスが開発される可能性もある。
2.4  商品価値とサービス価値
　ファッション産業は、付加価値を顧客に提案し、満足してもらう
産業である。そして、付加価値には、商品価値とサービス価値が
存在する。これまでは、商品価値の評価のウエイトが大きく、サー
ビスは、プラスαの意味合いが強かった。ところが、豊富なタンス
在庫や低価格志向の強まりから、商品に付加価値を求めるのが
難しい環境になってきている。日本でモノを作るのでは、コスト競
争力のある中国をはじめアジア諸国に対抗するには、困難であ
る上に、ぎりぎりまで値を下げての価格競争には勝ち目はない。
　そこで、注目されるのが、「サービス価値」である。顧客にサービ
ス価値を理解してもらい、固定客、お得意さんになってもらうこと
で、生き残っていくことは可能であり、有望でもある。日本の小売
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　1  生活者の意識・行動が大きく変わる
1.1  盛り上がりが見えない個人消費
（1）2009年、2010年、年末年始の動き
　2009年末のお歳暮商戦、クリスマス商戦は、盛り上がりを見せ
ぬままに新年を迎えた。2010年の初売りは、「巣ごもり消費」と呼
ばれるように、遠出を控えた人々が、大型商業施設に足を運び、
にぎわいを見せた。客数は増えたものの、売り上げは伸びず、福
袋人気の継続で、一部の百貨店や、ファッションビルで行列がで
きたが、全体の売り上げを押し上げる効果にはならなかった。
　特徴的には、価格志向が徹底し、安価な商品を求める行動が
主流になっている。海外から進出してきたファストファッションや
日本のユニクロに代表される低価格志向の小売企業に人気が集
中した半面、既存の主要業態は、百貨店の売り上げに象徴的に
見られるように、24か月(2010年2月現在)売り上げの前年割れが
続いている。ついに、2009年にはピーク時売り上げの70％を切る
7兆円割れに落ち込んでしまいしかも、回復傾向は未だ見えてい
ない（表1）。
　共通に見られることは、低価格消費、節約消費である。直接的に
は、ボーナスの減額、給与の伸びが期待できない、雇用不安、な
ど収入に関する不安要素の影響が大きい。その対応策として、生
活防衛、「節約」して収入減を補おうという姿勢が鮮明にみられる。
（2）いつ頃回復するのか、節約志向は続くのか
　ファッションの世界では、ファストファッションや低価格商品が人
気化している。しかし、これは、まだ、東京圏を中心にした動き
で、2010年以降、地方出店という形で2011年ころまでは、人気が
継続するものと思われる。しかし、生活者は、安価な商品に飽き、
良質なもの、贅沢なものへと回帰するはずである。同時に、景気
の回復は、その動きを促進する。景気回復傾向は、2010年末に
かけて確認され、新しい局面に入ってくる。その際、中国の経済
発展の影響は大きいものとなるはずである。
　一方、2010年は、バンクーバー冬季オリンピック、上海万国博
覧会、ワールドサッカー南アフリカ大会など、世界的なイベントが
開催される。特に、上海万博は、隣国中国での開催でもあり、隣
国のメリットを享受できる可能性も大きい。このような諸条件が重
なり、雇用不安が続くもの2011年末には、景気回復が実現する
であろう。
1.2  社会的・経済的変動が生活者の意識・行動を変える
（1）リーマンショックと世界的経済変動
　2008年、第3四半期に起こった、アメリカの証券会社リーマンブ
ラザースの経営破綻で、金融業界の抱える問題点が表面化、一
挙に世界中に波及した。金融業界に限らず、自動車業界にも問
題が広がり、景気は急降下した。各国は連携をしながら大胆な対
策を実施し、指標となる株価も、2010年年初には中国を筆頭に
元にもどりつつある。
　しかしながら、雇用の回復が鈍く、デフレ傾向が重なり、個人消
費の動きは低迷したままである。生活不安をもたらす大きな経済
変動は、生活者の意識・行動を変えてしまい、社会変化にもつな
がっている。
（2）低価格志向、巣ごもり消費、既存業態への飽き
　当然、生活者は、生活防衛のために意識・行動を変化させた。
象徴的には、次の3つを指摘することができる。
「低価格志向」
　収入が減り、将来に対する不安が大きくなれば、生活防衛に走
る、同じものなら1円でも安いものを、急ぐものでなければ買うのを
控える、消費の「節約」に努めるようになる。このような生活者の意
識・行動の変化に適切に対応したのが、偶然性もあるが「H&M」,
「ZARA」、「フォーエバー21」に代表されるファストファッションで
あった。生活者は、オープンに殺到、行列現象は社会的な話題
にもなった。同時に、「ユニクロ」が、単品レベルの大ヒットを連
続、世界進出も積極的に行い人気化した。その他、低価格志向
を鮮明にした「しまむら」「ニトリ」が売り上げを伸ばしている。
「巣ごもり消費」
　外出するとつい無駄なお金を使ってしまったり、コストもかかる。
それよりも、家で静かに過ごすことの方がいいという考え方が浸
透している。買い物も、ネットショッピングを利用してあまりわざわ
ざ買い物に出かけようとしない。高齢者ばかりではなく若者も同じ
ような行動をとるものが増えている。
「既存業態への飽き」
　百貨店、量販店というこれまでの中心的な業態が、連続して売
り上げを落としている。一時的な売り上げ低下であれば、回復期
待をもてるが、「業態」（売り方）そのものに新鮮さ、魅力を感じなく
なっている。消費を控えようとしたとき、その気持ちを抑えてまで
行こうとは思えない。現在の、百貨店、量販店がまさにその対象
になっている。そうなると、「業態」そのものを根本的に見直さない
店のサービスレベルは、世界最高レベルにあり、顧客の満足する
接客と店舗空間を提供することで、結果、売り上げを伸ばすだけ
でなく、「サービス付加価値」を創造し提供することで、新業態に
もなる可能性がある。
　3  専門店業態はどう変わるか
3.1  生活者の商品入手選択肢の多様化
　ネット販売の登場もあって、生活者の商品入手の選択肢は、一
段と豊富になっている。これまでは、大半のモノは、店に行かな
ければモノを手に入れることができなかったが、現在では、家庭
内から、24時間、海外にまでも、商品購入の手段は豊富になって
いる。生活者のライフスタイルや環境によって、さまざまなパター
ンが用意されるようになってきている。そうなると、既存の固定的
な、制約のある買い方をしなくてもモノが買える自由な業態を提
案できるはずである。
3.2  専門性の発揮と顧客を満足させる環境の登場
　専門店ビジネスにとって、顧客にどのようなサービスを提供で
き、かつ、満足してもらえるかが、存続の鍵を握っている。商品は
同じでも、満足度に差を付けることができる。接客による差別化が
基本だが、最近では、五感を満足できるショップ空間づくりに工
夫が加えられるようになってきた。顧客が、自分の好きな洋服を
買う時に、チケットを購入して、コンサートに行き演奏を楽しむ、
自分の好きな空間と時間の経過に酔いしれるのと同じように、自
分の好きなブランドの服を、自分の気に入った空間で、センスの
よい気に入った販売スタッフから接客を受けることで、顧客は十
分満足してくれるはずである、そのことの繰り返しが、固定客の増
加につながってくる。
3.3  事業展開の立地が多様化、グローバル化する
　これまで、ファッションビジネスが展開できる立地は、人通りの多
い大都市の中心地やターミナルに限定されすぎてきたきらいが
ある。しかしながら、現在では、人口の少ない地域でも、必要顧
客数が確保できれば、立地として成立する。必ずしも「ショップ空
間」が特定されなくても、仮想空間であっておよい。
　また、国境を超えての出店も、カントリーリスクはあるもののこれ
からは、立地候補の中に位置づけることができる。ネット販売の登
場で、立地は、無限大にも広がろうとしている。
　4  期待される専門店業態
4.1  地域基盤のサービス型専門店
　地域に根差し、ファッション情報が豊富で個性的でリーダーシッ
プの強い経営者のもとに経営される専門店で、限定したショップ
数で展開をする。顧客は固定客が大半を占める。サービスが徹
底し、顧客満足度の高い店。サービス付加価値を創造・提供でき
る店。合わせ、ネット販売の仕組みも持っている専門店を考えて
みた。
　さらに、成立する条件を整理すると（表2）、
　この業態を、サポートする動き、背景としては次のような事象を
紹介出来る（表3）。
4.2  ネットショッピング
　ネットショッピングは、これまで、ファッションビジネスには不向き
であるという認識で受け止められていた。しかし、実際の動きが、
その概念を破壊してしまった。リアルショップで売られている付加
価値のあまり高くない商品を、ネットでも売ってみるという発想の
延長ではない。
　商品価値よりも、実態は、顧客は、「情報価値」を買っていると
受け止めるべきであろう。それゆえ、サイズがぴったりしていなく
ても、色が想定していたものと一致しなくても、モデルの誰々さん
が着ていた同じ服が手に入ることに満足するのである。しかも、
東京から遠い、地方に住んでいても手に入れることができる喜び
もある。
　ネットショッピングで成功するポイントは、パソコンや携帯から洋
服を購入できる
　仕組み、単なる通信販売ではないということである。ひとつの業
態を構成する一機能であると考えるとき、応用範囲の広い業態で
あるといえよう。
4.3  その他の期待される専門店業態
　既存の専門店の中心業態には、SPA（製造小売業）、セレクト
ショップ、ライフスタイルショップ、がある。しかし、先行したSPA
は、引きつけてからモノ作りをするため、どこも同じ、売れ筋追求
型に陥り、顧客離れを起こしている。
　セレクトショップは、セレクトの基準が明確であれば、切り口は豊
富に存在するため、SPAを超えて中心的な存在を維持しつづけ
るだろう。
　そして、ライフスタイルショップは、これからますます、人々のライ
フスタイル志向が強まるため、さらに増加をするであろう。
　5  2011年以降の新専門店時代への期待
5.1  業態が衰退過程にはいると
　　景気回復しても元には戻らない
　景気回復といっても、既存の企業が、そのまま業績回復すると
いう意味ではない。
　これまで、大きな変革を経験しているが、変革が大きいほど、新
しい企業が、売り上げを増やす傾向がみられる。ヤングカジュア
ルファッションは、爆発的な人気をもたらした。しかし、団塊世代
が過ぎ去ったあと、団塊ジュニアの到来を待ったが、品揃え型専
門店からDCブランドという異なる業態に移行してしまった事実を
経験している。
　現在、不振の中心である百貨店や、量販店(GMS)は、同じこと
をやっていたのでは、売り上げの回復は期待できない。景気回
復時には、生活者の関心は、新業態に移行する確率が高いと思
われるからである。
　業態が、一度生活者に飽きられると、回復は困難である。今回
の不況は、既存の業態に対する生活者の関心離れにその特徴
のひとつがある。売上が一時的な低下なのか、構造的な問題を
含んでいるのかは、経験的に、売上の前年対比が、90％を割り
込んで推移するかどうかにある。10％以内の売り上げダウンは、
天候の問題や、品揃えの失敗に起因するもので、修正可能、修
復可能である。一方、９０％を継続的に割り込むのは、業態自体
が、生活者の支持を失い、売り方として機能しなくなってしまった
と、疑わねばならない。解決策は、抜本的なものでなければなら
ない。
5.2  市場環境の認識と前提としての人材の育成
　日本のファッション業界は、大きな岐路に立っている。なぜな
ら、これまでの主力業態が、社会、経済の変化から乖離し、修復
不可能に近い状態に追い込まれているからである。ファッション
業界はこれまで、次々に新業態と取組み、顧客の変化に対応し
てきた。
　それゆえ、現在の市場環境はどうなっているのかの認識とその
変化の方向性を的確に予測する能力が求められる。そのために
は、日本における市場環境の変化と業界が、具体的にどう対応
してきたかの歴史的検証が必要である。（詳細は、別途論文化す
る予定にしている）。専門店業界では、次のような変遷をたどり今
日に至っている（表4,5）。
　このような仮説を、現場（店頭）、ライバル、街、を観察することで
入手できる情報を収集し、スクランブルされ熟成された時に、発
想することが可能になる。
5.3  起業への積極的な取り組み
　新しい業態を模索するには、起業にチャレンジする必要があ
る。業態は、綿密に組み立てられても、必ずしも効果をはっきす
るものではない。起業は、リスキーであり、連続した失敗は回避し
なければならないが、かといって、チャレンジしなければ、新業態
を確立することはできない。若い人には、業界での経験を積んだ
後、積極的に取り組んでほしいものである。変革後の社会では、
過去の呪縛が行動変化を遅らせてしまう。特に、過去の成功体
験は、新しい発想に際し阻害要因になる傾向が多くみられるから
注意が必要である。
5.4  まとめ
　大規模な生活者の意識行動の変化を脱却する際には、既存の
業態の売り上げ回復はあまり期待できない。景気拡大の担い手
になるのは、新業態である。これまで、団塊世代が支えていた品
揃え型専門店が、団塊ジュニアの台頭を待ち、復活を期待した
が、結果は、DCブランド、09系ジュニアブランド等の新規業態へ
顧客は流れて行ってしまい、期待が空振りに終わったことがあ
る。これからの専門店の新業態に共通に見られる要素としては、
次のようなものになるであろう（表6）。
　最大の特徴は、大都市基盤ではない、コミュニティー基盤の上
に成立する。そして地産地消、が核、結果、独自性の発揮にな
り、コンセプトの明確化につながる。それゆえ、フランチャイズで
の個性発揮が、ネット等での全国販売、グローバル化につながっ
てくるのである。
　生活者の評価は、圧倒される地域より、同化できる地域に高ま
りつつある。大都市への流れは、集中は、情報伝達が同時性で
可能な時代の基盤、マスコミュニケーションのもとに出てきたトレ
ンドといえよう。
　小売業の業態とは、売り方の仕組みであり、生活者の評価に
よって命運が左右される。小売企業には、何を売るかがまず最初
にあり、それを効果的、効率的に売るための売り方（業態）を創造
したり、既存の業態から選択する。
　このように、これまでは、モノを介在として、顧客(購入者)とつな
がりを持っていた。それは、顧客が必要とする時にできるつながり
で、つながりがあるからモノを買うという関係になっていなかった。
そのため、売り上げが不安定になる傾向があったが、モノに対す
る需要が強い時代には、適正な仕組みであった。
　しかし、モノが充足している状態、競争相手が多く、強力なライ
バルを相手にする場合、必要売上を確保するのは容易なことで
はない。モノが同質化し、付加価値が相対的に小さくなる時代に
は、価格競争に入る。その場合、給与水準が高く、人件費ウエイ
トが高い日本の場合、中国をはじめとするアジアの諸国に勝って
行くには、競争の基準を、価格競争以外に求めなければならな
い。
　この問題意識こそ、小論をまとめるきっかけになったものであ
り、ここでのチャレンジが、ファッション業界に再び、成長発展をも
たらす可能性を秘めている。
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消費者行動の変化と新専門店
THE RELATION BETWEEN CHANGE OF CONSUMERS’ ACTION AND NEW SPECIALTY SHOPS
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　要約  
　2008年に世界を襲った世界的規模の経済危機は、2009年末
には、問題を残すものの回復過程を辿っているとの認識が多数
を占めている。しかし、元に回復するのではなく、新たな局面に
入ったと考えるべきである。特に、消費者の意識と行動は大きな
変化を見せている。そこで、消費行動に対応する小売業態の変
化と今後の展望を専門店に絞って考察してみた。
　小売企業、特にファッション専門店が、付加価値を付与できる
要素として、商品以外には、サービスがある。顧客が満足できる
接客、ショップ空間を通じて付加価値を提案することである。商
品は、最近特に、多様な方法で入手できるようになってきている
が、サービスの提供は、個別、固有なもので強調すれば、一か所
しかない。ここで、他店と差別化すべき時代が到来している。顧
客は、自分の気に入った店、販売員、雰囲気の中で買い物を楽
しむ時代である。
　モノの販売の局面では、激しい価格競争で行き詰まりを見せて
いる。付加価値を付与できる余地は無くなってきている。デフレス
パイルを伴った、2008年以来の経済不況から脱却するには、価
格競争以外に競争の場を求めていかなければならない。
【キーワード】
・業態
・付加価値
・ファストファッション
・巣ごもり消費
・ネットコミュニケーション
・市場環境
と景気が回復しても、顧客は戻ってきてくれなくなる。
　生活者が「飽き」を感じている業態は他にもある。「ラグジュア
リーブランド」など高額品を売る専門店、売れ筋だけを追いかけ
る専門店、全国的に画一の商品を売るチェーン店、等も、この範
疇に入るのではないだろうか。
（3）マスコミュニケーションからネットコミュニケーションへ
　これら経済的な変化と同時に、社会的にも大きな変化が実現し
ている。これまでの日本の社会における情報の伝達は、マスメ
ディアを通して、時間差をもって広まっていった。そしてほとんど
の情報は大都市に集中し、新聞やテレビに代表されるメディアが
広め、主導権を持っていた。
　しかし、パソコンや携帯の普及は、ネットコミュニケーションを発
展させた。情報入手もショッピングもパソコンや携帯で行う、ネット
社会が成立した。さらに、電子カードの利用によって、現金を使わ
ずに、交通機関が利用できるようになり、買い物もポイントの付加
により、カード利用が促進されている。いわば、生活者の買い物
環境が一変してしまった。そのような状況にもかかわらず、従来型
の売り方、業態を死守しようとしている小売企業が多い。これま
で、ファッション衣料は、サイズや色の問題があり、ネットでの買い
物対象にならないというのが常識だったが、「東京ガールズコレク
ション」に代表されるイベントで、携帯で商品を買う若者が急増し、
常識は消えてしまった。それゆえ、ネットコミュニケーションを前提
とする販売システムの構築が急がれなければならなくなった。
　2  小売業態の現状と
そこから見えてくるもの
2.1  百貨店、量販店の衰退
　百貨店は、戦前戦後、量販店は、戦後、小売業態の主要業態
として圧倒的な生活者の支持を受けてきた。特に、団塊世代を中
心とする人口増を背景に、高度成長期の消費をサポートしてき
た。しかし、少子化、高齢化という社会基盤の変化は、業態との
間のギャップを拡大させている。2010年に入っても、百貨店は、
回復の方向性を明確には見い出せず、弱体化した店舗から順に
閉店整理を余儀なくされている。現在の百貨店の主要4グループ
は、3グループに統合される確率が高く、さらに、各グループ内の
整理が進むはずである。最終的には、大都市に大型店舗が残る
だけになり、他は、新業態に転換せざるをえなくなるであろう。
　一方、量販店は、すでに、2大グループに集約されており、しか
も、2グループとも、ファッション衣料については、赤字に転落して
いる。それゆえ、量販店として再生を図るのは難しく、既存の店
舗は、業態転換が行われるであろう。
2.2  ファストファッションの台頭と
　　好調に推移する低価格志向の店
　2007年日本の銀座に進出を果たしたスウェーデンの国際的企
業「H&M」は、人気化し行列が続いた。その後も急ピッチで、多
店舗展開に走っている。一方、「フォーエバー21」が原宿に出
店、こちらも人気化した。それ以前に進出を果たしている「ZARA」
や「トップショップ」も好調である。これらのファストファッション企業
は、さらに、主要都市への出店を計画しており、全国的に支持さ
れるであろう。
　同時に、ファーストリテイリング、「ユニクロ」が、ファストファッショ
ンとは一線を画する業態で、ヒット商品を連続させ、海外にも積
極的に拡大している。
　国内の企業では、低価格志向の店として、「しまむら」「ニトリ」等
が売り上げを伸ばしている。不況の中でも大健闘しているのは、
生活者の少しでも安くのニーズをキャッチしているからといえよ
う。
2.3  ネット販売、リアルショップとの関係
　ネット販売が好調である。パソコンが普及し、ネットで情報を簡
単に入手したり、メール交換ができるようになり、ネットを利用した
販売が、ファッション衣料にも広がっている。これまで、難点とされ
ていた、サイズがフィットするかわからない、色が実物と異なるの
ではという心配も、あのモデルがあのショーで来ていた服が欲し
いといった強い欲求や、リアルショップを開設し実物をみることが
できるサービス等で、懸念が払拭されつつある。新業態として、
いつでも、どこからでも、注文できる便宜性とも相まって、定着発
展する可能性に富んでいる。
　さらに最近では、リアルショップを開設し、試着ができるサービ
スもされはじめている。両者の持つ機能を交流させることにより、
新たなサービスが開発される可能性もある。
2.4  商品価値とサービス価値
　ファッション産業は、付加価値を顧客に提案し、満足してもらう
産業である。そして、付加価値には、商品価値とサービス価値が
存在する。これまでは、商品価値の評価のウエイトが大きく、サー
ビスは、プラスαの意味合いが強かった。ところが、豊富なタンス
在庫や低価格志向の強まりから、商品に付加価値を求めるのが
難しい環境になってきている。日本でモノを作るのでは、コスト競
争力のある中国をはじめアジア諸国に対抗するには、困難であ
る上に、ぎりぎりまで値を下げての価格競争には勝ち目はない。
　そこで、注目されるのが、「サービス価値」である。顧客にサービ
ス価値を理解してもらい、固定客、お得意さんになってもらうこと
で、生き残っていくことは可能であり、有望でもある。日本の小売
　1  生活者の意識・行動が大きく変わる
1.1  盛り上がりが見えない個人消費
（1）2009年、2010年、年末年始の動き
　2009年末のお歳暮商戦、クリスマス商戦は、盛り上がりを見せ
ぬままに新年を迎えた。2010年の初売りは、「巣ごもり消費」と呼
ばれるように、遠出を控えた人々が、大型商業施設に足を運び、
にぎわいを見せた。客数は増えたものの、売り上げは伸びず、福
袋人気の継続で、一部の百貨店や、ファッションビルで行列がで
きたが、全体の売り上げを押し上げる効果にはならなかった。
　特徴的には、価格志向が徹底し、安価な商品を求める行動が
主流になっている。海外から進出してきたファストファッションや
日本のユニクロに代表される低価格志向の小売企業に人気が集
中した半面、既存の主要業態は、百貨店の売り上げに象徴的に
見られるように、24か月(2010年2月現在)売り上げの前年割れが
続いている。ついに、2009年にはピーク時売り上げの70％を切る
7兆円割れに落ち込んでしまいしかも、回復傾向は未だ見えてい
ない（表1）。
　共通に見られることは、低価格消費、節約消費である。直接的に
は、ボーナスの減額、給与の伸びが期待できない、雇用不安、な
ど収入に関する不安要素の影響が大きい。その対応策として、生
活防衛、「節約」して収入減を補おうという姿勢が鮮明にみられる。
（2）いつ頃回復するのか、節約志向は続くのか
　ファッションの世界では、ファストファッションや低価格商品が人
気化している。しかし、これは、まだ、東京圏を中心にした動き
で、2010年以降、地方出店という形で2011年ころまでは、人気が
継続するものと思われる。しかし、生活者は、安価な商品に飽き、
良質なもの、贅沢なものへと回帰するはずである。同時に、景気
の回復は、その動きを促進する。景気回復傾向は、2010年末に
かけて確認され、新しい局面に入ってくる。その際、中国の経済
発展の影響は大きいものとなるはずである。
　一方、2010年は、バンクーバー冬季オリンピック、上海万国博
覧会、ワールドサッカー南アフリカ大会など、世界的なイベントが
開催される。特に、上海万博は、隣国中国での開催でもあり、隣
国のメリットを享受できる可能性も大きい。このような諸条件が重
なり、雇用不安が続くもの2011年末には、景気回復が実現する
であろう。
1.2  社会的・経済的変動が生活者の意識・行動を変える
（1）リーマンショックと世界的経済変動
　2008年、第3四半期に起こった、アメリカの証券会社リーマンブ
ラザースの経営破綻で、金融業界の抱える問題点が表面化、一
挙に世界中に波及した。金融業界に限らず、自動車業界にも問
題が広がり、景気は急降下した。各国は連携をしながら大胆な対
策を実施し、指標となる株価も、2010年年初には中国を筆頭に
元にもどりつつある。
　しかしながら、雇用の回復が鈍く、デフレ傾向が重なり、個人消
費の動きは低迷したままである。生活不安をもたらす大きな経済
変動は、生活者の意識・行動を変えてしまい、社会変化にもつな
がっている。
（2）低価格志向、巣ごもり消費、既存業態への飽き
　当然、生活者は、生活防衛のために意識・行動を変化させた。
象徴的には、次の3つを指摘することができる。
「低価格志向」
　収入が減り、将来に対する不安が大きくなれば、生活防衛に走
る、同じものなら1円でも安いものを、急ぐものでなければ買うのを
控える、消費の「節約」に努めるようになる。このような生活者の意
識・行動の変化に適切に対応したのが、偶然性もあるが「H&M」,
「ZARA」、「フォーエバー21」に代表されるファストファッションで
あった。生活者は、オープンに殺到、行列現象は社会的な話題
にもなった。同時に、「ユニクロ」が、単品レベルの大ヒットを連
続、世界進出も積極的に行い人気化した。その他、低価格志向
を鮮明にした「しまむら」「ニトリ」が売り上げを伸ばしている。
「巣ごもり消費」
　外出するとつい無駄なお金を使ってしまったり、コストもかかる。
それよりも、家で静かに過ごすことの方がいいという考え方が浸
透している。買い物も、ネットショッピングを利用してあまりわざわ
ざ買い物に出かけようとしない。高齢者ばかりではなく若者も同じ
ような行動をとるものが増えている。
「既存業態への飽き」
　百貨店、量販店というこれまでの中心的な業態が、連続して売
り上げを落としている。一時的な売り上げ低下であれば、回復期
待をもてるが、「業態」（売り方）そのものに新鮮さ、魅力を感じなく
なっている。消費を控えようとしたとき、その気持ちを抑えてまで
行こうとは思えない。現在の、百貨店、量販店がまさにその対象
になっている。そうなると、「業態」そのものを根本的に見直さない
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店のサービスレベルは、世界最高レベルにあり、顧客の満足する
接客と店舗空間を提供することで、結果、売り上げを伸ばすだけ
でなく、「サービス付加価値」を創造し提供することで、新業態に
もなる可能性がある。
　3  専門店業態はどう変わるか
3.1  生活者の商品入手選択肢の多様化
　ネット販売の登場もあって、生活者の商品入手の選択肢は、一
段と豊富になっている。これまでは、大半のモノは、店に行かな
ければモノを手に入れることができなかったが、現在では、家庭
内から、24時間、海外にまでも、商品購入の手段は豊富になって
いる。生活者のライフスタイルや環境によって、さまざまなパター
ンが用意されるようになってきている。そうなると、既存の固定的
な、制約のある買い方をしなくてもモノが買える自由な業態を提
案できるはずである。
3.2  専門性の発揮と顧客を満足させる環境の登場
　専門店ビジネスにとって、顧客にどのようなサービスを提供で
き、かつ、満足してもらえるかが、存続の鍵を握っている。商品は
同じでも、満足度に差を付けることができる。接客による差別化が
基本だが、最近では、五感を満足できるショップ空間づくりに工
夫が加えられるようになってきた。顧客が、自分の好きな洋服を
買う時に、チケットを購入して、コンサートに行き演奏を楽しむ、
自分の好きな空間と時間の経過に酔いしれるのと同じように、自
分の好きなブランドの服を、自分の気に入った空間で、センスの
よい気に入った販売スタッフから接客を受けることで、顧客は十
分満足してくれるはずである、そのことの繰り返しが、固定客の増
加につながってくる。
3.3  事業展開の立地が多様化、グローバル化する
　これまで、ファッションビジネスが展開できる立地は、人通りの多
い大都市の中心地やターミナルに限定されすぎてきたきらいが
ある。しかしながら、現在では、人口の少ない地域でも、必要顧
客数が確保できれば、立地として成立する。必ずしも「ショップ空
間」が特定されなくても、仮想空間であっておよい。
　また、国境を超えての出店も、カントリーリスクはあるもののこれ
からは、立地候補の中に位置づけることができる。ネット販売の登
場で、立地は、無限大にも広がろうとしている。
　4  期待される専門店業態
4.1  地域基盤のサービス型専門店
　地域に根差し、ファッション情報が豊富で個性的でリーダーシッ
プの強い経営者のもとに経営される専門店で、限定したショップ
数で展開をする。顧客は固定客が大半を占める。サービスが徹
底し、顧客満足度の高い店。サービス付加価値を創造・提供でき
る店。合わせ、ネット販売の仕組みも持っている専門店を考えて
みた。
　さらに、成立する条件を整理すると（表2）、
　この業態を、サポートする動き、背景としては次のような事象を
紹介出来る（表3）。
4.2  ネットショッピング
　ネットショッピングは、これまで、ファッションビジネスには不向き
であるという認識で受け止められていた。しかし、実際の動きが、
その概念を破壊してしまった。リアルショップで売られている付加
価値のあまり高くない商品を、ネットでも売ってみるという発想の
延長ではない。
　商品価値よりも、実態は、顧客は、「情報価値」を買っていると
受け止めるべきであろう。それゆえ、サイズがぴったりしていなく
ても、色が想定していたものと一致しなくても、モデルの誰々さん
が着ていた同じ服が手に入ることに満足するのである。しかも、
東京から遠い、地方に住んでいても手に入れることができる喜び
もある。
　ネットショッピングで成功するポイントは、パソコンや携帯から洋
服を購入できる
　仕組み、単なる通信販売ではないということである。ひとつの業
態を構成する一機能であると考えるとき、応用範囲の広い業態で
あるといえよう。
4.3  その他の期待される専門店業態
　既存の専門店の中心業態には、SPA（製造小売業）、セレクト
ショップ、ライフスタイルショップ、がある。しかし、先行したSPA
は、引きつけてからモノ作りをするため、どこも同じ、売れ筋追求
型に陥り、顧客離れを起こしている。
　セレクトショップは、セレクトの基準が明確であれば、切り口は豊
富に存在するため、SPAを超えて中心的な存在を維持しつづけ
るだろう。
　そして、ライフスタイルショップは、これからますます、人々のライ
フスタイル志向が強まるため、さらに増加をするであろう。
　5  2011年以降の新専門店時代への期待
5.1  業態が衰退過程にはいると
　　景気回復しても元には戻らない
　景気回復といっても、既存の企業が、そのまま業績回復すると
いう意味ではない。
　これまで、大きな変革を経験しているが、変革が大きいほど、新
しい企業が、売り上げを増やす傾向がみられる。ヤングカジュア
ルファッションは、爆発的な人気をもたらした。しかし、団塊世代
が過ぎ去ったあと、団塊ジュニアの到来を待ったが、品揃え型専
門店からDCブランドという異なる業態に移行してしまった事実を
経験している。
　現在、不振の中心である百貨店や、量販店(GMS)は、同じこと
をやっていたのでは、売り上げの回復は期待できない。景気回
復時には、生活者の関心は、新業態に移行する確率が高いと思
われるからである。
　業態が、一度生活者に飽きられると、回復は困難である。今回
の不況は、既存の業態に対する生活者の関心離れにその特徴
のひとつがある。売上が一時的な低下なのか、構造的な問題を
含んでいるのかは、経験的に、売上の前年対比が、90％を割り
込んで推移するかどうかにある。10％以内の売り上げダウンは、
天候の問題や、品揃えの失敗に起因するもので、修正可能、修
復可能である。一方、９０％を継続的に割り込むのは、業態自体
が、生活者の支持を失い、売り方として機能しなくなってしまった
と、疑わねばならない。解決策は、抜本的なものでなければなら
ない。
5.2  市場環境の認識と前提としての人材の育成
　日本のファッション業界は、大きな岐路に立っている。なぜな
ら、これまでの主力業態が、社会、経済の変化から乖離し、修復
不可能に近い状態に追い込まれているからである。ファッション
業界はこれまで、次々に新業態と取組み、顧客の変化に対応し
てきた。
　それゆえ、現在の市場環境はどうなっているのかの認識とその
変化の方向性を的確に予測する能力が求められる。そのために
は、日本における市場環境の変化と業界が、具体的にどう対応
してきたかの歴史的検証が必要である。（詳細は、別途論文化す
る予定にしている）。専門店業界では、次のような変遷をたどり今
日に至っている（表4,5）。
　このような仮説を、現場（店頭）、ライバル、街、を観察することで
入手できる情報を収集し、スクランブルされ熟成された時に、発
想することが可能になる。
5.3  起業への積極的な取り組み
　新しい業態を模索するには、起業にチャレンジする必要があ
る。業態は、綿密に組み立てられても、必ずしも効果をはっきす
るものではない。起業は、リスキーであり、連続した失敗は回避し
なければならないが、かといって、チャレンジしなければ、新業態
を確立することはできない。若い人には、業界での経験を積んだ
後、積極的に取り組んでほしいものである。変革後の社会では、
過去の呪縛が行動変化を遅らせてしまう。特に、過去の成功体
験は、新しい発想に際し阻害要因になる傾向が多くみられるから
注意が必要である。
5.4  まとめ
　大規模な生活者の意識行動の変化を脱却する際には、既存の
業態の売り上げ回復はあまり期待できない。景気拡大の担い手
になるのは、新業態である。これまで、団塊世代が支えていた品
揃え型専門店が、団塊ジュニアの台頭を待ち、復活を期待した
が、結果は、DCブランド、09系ジュニアブランド等の新規業態へ
顧客は流れて行ってしまい、期待が空振りに終わったことがあ
る。これからの専門店の新業態に共通に見られる要素としては、
次のようなものになるであろう（表6）。
　最大の特徴は、大都市基盤ではない、コミュニティー基盤の上
に成立する。そして地産地消、が核、結果、独自性の発揮にな
り、コンセプトの明確化につながる。それゆえ、フランチャイズで
の個性発揮が、ネット等での全国販売、グローバル化につながっ
てくるのである。
　生活者の評価は、圧倒される地域より、同化できる地域に高ま
りつつある。大都市への流れは、集中は、情報伝達が同時性で
可能な時代の基盤、マスコミュニケーションのもとに出てきたトレ
ンドといえよう。
　小売業の業態とは、売り方の仕組みであり、生活者の評価に
よって命運が左右される。小売企業には、何を売るかがまず最初
にあり、それを効果的、効率的に売るための売り方（業態）を創造
したり、既存の業態から選択する。
　このように、これまでは、モノを介在として、顧客(購入者)とつな
がりを持っていた。それは、顧客が必要とする時にできるつながり
で、つながりがあるからモノを買うという関係になっていなかった。
そのため、売り上げが不安定になる傾向があったが、モノに対す
る需要が強い時代には、適正な仕組みであった。
　しかし、モノが充足している状態、競争相手が多く、強力なライ
バルを相手にする場合、必要売上を確保するのは容易なことで
はない。モノが同質化し、付加価値が相対的に小さくなる時代に
は、価格競争に入る。その場合、給与水準が高く、人件費ウエイ
トが高い日本の場合、中国をはじめとするアジアの諸国に勝って
行くには、競争の基準を、価格競争以外に求めなければならな
い。
　この問題意識こそ、小論をまとめるきっかけになったものであ
り、ここでのチャレンジが、ファッション業界に再び、成長発展をも
たらす可能性を秘めている。
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表3：サポート要因
　要約  
　2008年に世界を襲った世界的規模の経済危機は、2009年末
には、問題を残すものの回復過程を辿っているとの認識が多数
を占めている。しかし、元に回復するのではなく、新たな局面に
入ったと考えるべきである。特に、消費者の意識と行動は大きな
変化を見せている。そこで、消費行動に対応する小売業態の変
化と今後の展望を専門店に絞って考察してみた。
　小売企業、特にファッション専門店が、付加価値を付与できる
要素として、商品以外には、サービスがある。顧客が満足できる
接客、ショップ空間を通じて付加価値を提案することである。商
品は、最近特に、多様な方法で入手できるようになってきている
が、サービスの提供は、個別、固有なもので強調すれば、一か所
しかない。ここで、他店と差別化すべき時代が到来している。顧
客は、自分の気に入った店、販売員、雰囲気の中で買い物を楽
しむ時代である。
　モノの販売の局面では、激しい価格競争で行き詰まりを見せて
いる。付加価値を付与できる余地は無くなってきている。デフレス
パイルを伴った、2008年以来の経済不況から脱却するには、価
格競争以外に競争の場を求めていかなければならない。
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と景気が回復しても、顧客は戻ってきてくれなくなる。
　生活者が「飽き」を感じている業態は他にもある。「ラグジュア
リーブランド」など高額品を売る専門店、売れ筋だけを追いかけ
る専門店、全国的に画一の商品を売るチェーン店、等も、この範
疇に入るのではないだろうか。
（3）マスコミュニケーションからネットコミュニケーションへ
　これら経済的な変化と同時に、社会的にも大きな変化が実現し
ている。これまでの日本の社会における情報の伝達は、マスメ
ディアを通して、時間差をもって広まっていった。そしてほとんど
の情報は大都市に集中し、新聞やテレビに代表されるメディアが
広め、主導権を持っていた。
　しかし、パソコンや携帯の普及は、ネットコミュニケーションを発
展させた。情報入手もショッピングもパソコンや携帯で行う、ネット
社会が成立した。さらに、電子カードの利用によって、現金を使わ
ずに、交通機関が利用できるようになり、買い物もポイントの付加
により、カード利用が促進されている。いわば、生活者の買い物
環境が一変してしまった。そのような状況にもかかわらず、従来型
の売り方、業態を死守しようとしている小売企業が多い。これま
で、ファッション衣料は、サイズや色の問題があり、ネットでの買い
物対象にならないというのが常識だったが、「東京ガールズコレク
ション」に代表されるイベントで、携帯で商品を買う若者が急増し、
常識は消えてしまった。それゆえ、ネットコミュニケーションを前提
とする販売システムの構築が急がれなければならなくなった。
　2  小売業態の現状と
そこから見えてくるもの
2.1  百貨店、量販店の衰退
　百貨店は、戦前戦後、量販店は、戦後、小売業態の主要業態
として圧倒的な生活者の支持を受けてきた。特に、団塊世代を中
心とする人口増を背景に、高度成長期の消費をサポートしてき
た。しかし、少子化、高齢化という社会基盤の変化は、業態との
間のギャップを拡大させている。2010年に入っても、百貨店は、
回復の方向性を明確には見い出せず、弱体化した店舗から順に
閉店整理を余儀なくされている。現在の百貨店の主要4グループ
は、3グループに統合される確率が高く、さらに、各グループ内の
整理が進むはずである。最終的には、大都市に大型店舗が残る
だけになり、他は、新業態に転換せざるをえなくなるであろう。
　一方、量販店は、すでに、2大グループに集約されており、しか
も、2グループとも、ファッション衣料については、赤字に転落して
いる。それゆえ、量販店として再生を図るのは難しく、既存の店
舗は、業態転換が行われるであろう。
2.2  ファストファッションの台頭と
　　好調に推移する低価格志向の店
　2007年日本の銀座に進出を果たしたスウェーデンの国際的企
業「H&M」は、人気化し行列が続いた。その後も急ピッチで、多
店舗展開に走っている。一方、「フォーエバー21」が原宿に出
店、こちらも人気化した。それ以前に進出を果たしている「ZARA」
や「トップショップ」も好調である。これらのファストファッション企業
は、さらに、主要都市への出店を計画しており、全国的に支持さ
れるであろう。
　同時に、ファーストリテイリング、「ユニクロ」が、ファストファッショ
ンとは一線を画する業態で、ヒット商品を連続させ、海外にも積
極的に拡大している。
　国内の企業では、低価格志向の店として、「しまむら」「ニトリ」等
が売り上げを伸ばしている。不況の中でも大健闘しているのは、
生活者の少しでも安くのニーズをキャッチしているからといえよ
う。
2.3  ネット販売、リアルショップとの関係
　ネット販売が好調である。パソコンが普及し、ネットで情報を簡
単に入手したり、メール交換ができるようになり、ネットを利用した
販売が、ファッション衣料にも広がっている。これまで、難点とされ
ていた、サイズがフィットするかわからない、色が実物と異なるの
ではという心配も、あのモデルがあのショーで来ていた服が欲し
いといった強い欲求や、リアルショップを開設し実物をみることが
できるサービス等で、懸念が払拭されつつある。新業態として、
いつでも、どこからでも、注文できる便宜性とも相まって、定着発
展する可能性に富んでいる。
　さらに最近では、リアルショップを開設し、試着ができるサービ
スもされはじめている。両者の持つ機能を交流させることにより、
新たなサービスが開発される可能性もある。
2.4  商品価値とサービス価値
　ファッション産業は、付加価値を顧客に提案し、満足してもらう
産業である。そして、付加価値には、商品価値とサービス価値が
存在する。これまでは、商品価値の評価のウエイトが大きく、サー
ビスは、プラスαの意味合いが強かった。ところが、豊富なタンス
在庫や低価格志向の強まりから、商品に付加価値を求めるのが
難しい環境になってきている。日本でモノを作るのでは、コスト競
争力のある中国をはじめアジア諸国に対抗するには、困難であ
る上に、ぎりぎりまで値を下げての価格競争には勝ち目はない。
　そこで、注目されるのが、「サービス価値」である。顧客にサービ
ス価値を理解してもらい、固定客、お得意さんになってもらうこと
で、生き残っていくことは可能であり、有望でもある。日本の小売
　1  生活者の意識・行動が大きく変わる
1.1  盛り上がりが見えない個人消費
（1）2009年、2010年、年末年始の動き
　2009年末のお歳暮商戦、クリスマス商戦は、盛り上がりを見せ
ぬままに新年を迎えた。2010年の初売りは、「巣ごもり消費」と呼
ばれるように、遠出を控えた人々が、大型商業施設に足を運び、
にぎわいを見せた。客数は増えたものの、売り上げは伸びず、福
袋人気の継続で、一部の百貨店や、ファッションビルで行列がで
きたが、全体の売り上げを押し上げる効果にはならなかった。
　特徴的には、価格志向が徹底し、安価な商品を求める行動が
主流になっている。海外から進出してきたファストファッションや
日本のユニクロに代表される低価格志向の小売企業に人気が集
中した半面、既存の主要業態は、百貨店の売り上げに象徴的に
見られるように、24か月(2010年2月現在)売り上げの前年割れが
続いている。ついに、2009年にはピーク時売り上げの70％を切る
7兆円割れに落ち込んでしまいしかも、回復傾向は未だ見えてい
ない（表1）。
　共通に見られることは、低価格消費、節約消費である。直接的に
は、ボーナスの減額、給与の伸びが期待できない、雇用不安、な
ど収入に関する不安要素の影響が大きい。その対応策として、生
活防衛、「節約」して収入減を補おうという姿勢が鮮明にみられる。
（2）いつ頃回復するのか、節約志向は続くのか
　ファッションの世界では、ファストファッションや低価格商品が人
気化している。しかし、これは、まだ、東京圏を中心にした動き
で、2010年以降、地方出店という形で2011年ころまでは、人気が
継続するものと思われる。しかし、生活者は、安価な商品に飽き、
良質なもの、贅沢なものへと回帰するはずである。同時に、景気
の回復は、その動きを促進する。景気回復傾向は、2010年末に
かけて確認され、新しい局面に入ってくる。その際、中国の経済
発展の影響は大きいものとなるはずである。
　一方、2010年は、バンクーバー冬季オリンピック、上海万国博
覧会、ワールドサッカー南アフリカ大会など、世界的なイベントが
開催される。特に、上海万博は、隣国中国での開催でもあり、隣
国のメリットを享受できる可能性も大きい。このような諸条件が重
なり、雇用不安が続くもの2011年末には、景気回復が実現する
であろう。
1.2  社会的・経済的変動が生活者の意識・行動を変える
（1）リーマンショックと世界的経済変動
　2008年、第3四半期に起こった、アメリカの証券会社リーマンブ
ラザースの経営破綻で、金融業界の抱える問題点が表面化、一
挙に世界中に波及した。金融業界に限らず、自動車業界にも問
題が広がり、景気は急降下した。各国は連携をしながら大胆な対
策を実施し、指標となる株価も、2010年年初には中国を筆頭に
元にもどりつつある。
　しかしながら、雇用の回復が鈍く、デフレ傾向が重なり、個人消
費の動きは低迷したままである。生活不安をもたらす大きな経済
変動は、生活者の意識・行動を変えてしまい、社会変化にもつな
がっている。
（2）低価格志向、巣ごもり消費、既存業態への飽き
　当然、生活者は、生活防衛のために意識・行動を変化させた。
象徴的には、次の3つを指摘することができる。
「低価格志向」
　収入が減り、将来に対する不安が大きくなれば、生活防衛に走
る、同じものなら1円でも安いものを、急ぐものでなければ買うのを
控える、消費の「節約」に努めるようになる。このような生活者の意
識・行動の変化に適切に対応したのが、偶然性もあるが「H&M」,
「ZARA」、「フォーエバー21」に代表されるファストファッションで
あった。生活者は、オープンに殺到、行列現象は社会的な話題
にもなった。同時に、「ユニクロ」が、単品レベルの大ヒットを連
続、世界進出も積極的に行い人気化した。その他、低価格志向
を鮮明にした「しまむら」「ニトリ」が売り上げを伸ばしている。
「巣ごもり消費」
　外出するとつい無駄なお金を使ってしまったり、コストもかかる。
それよりも、家で静かに過ごすことの方がいいという考え方が浸
透している。買い物も、ネットショッピングを利用してあまりわざわ
ざ買い物に出かけようとしない。高齢者ばかりではなく若者も同じ
ような行動をとるものが増えている。
「既存業態への飽き」
　百貨店、量販店というこれまでの中心的な業態が、連続して売
り上げを落としている。一時的な売り上げ低下であれば、回復期
待をもてるが、「業態」（売り方）そのものに新鮮さ、魅力を感じなく
なっている。消費を控えようとしたとき、その気持ちを抑えてまで
行こうとは思えない。現在の、百貨店、量販店がまさにその対象
になっている。そうなると、「業態」そのものを根本的に見直さない
店のサービスレベルは、世界最高レベルにあり、顧客の満足する
接客と店舗空間を提供することで、結果、売り上げを伸ばすだけ
でなく、「サービス付加価値」を創造し提供することで、新業態に
もなる可能性がある。
　3  専門店業態はどう変わるか
3.1  生活者の商品入手選択肢の多様化
　ネット販売の登場もあって、生活者の商品入手の選択肢は、一
段と豊富になっている。これまでは、大半のモノは、店に行かな
ければモノを手に入れることができなかったが、現在では、家庭
内から、24時間、海外にまでも、商品購入の手段は豊富になって
いる。生活者のライフスタイルや環境によって、さまざまなパター
ンが用意されるようになってきている。そうなると、既存の固定的
な、制約のある買い方をしなくてもモノが買える自由な業態を提
案できるはずである。
3.2  専門性の発揮と顧客を満足させる環境の登場
　専門店ビジネスにとって、顧客にどのようなサービスを提供で
き、かつ、満足してもらえるかが、存続の鍵を握っている。商品は
同じでも、満足度に差を付けることができる。接客による差別化が
基本だが、最近では、五感を満足できるショップ空間づくりに工
夫が加えられるようになってきた。顧客が、自分の好きな洋服を
買う時に、チケットを購入して、コンサートに行き演奏を楽しむ、
自分の好きな空間と時間の経過に酔いしれるのと同じように、自
分の好きなブランドの服を、自分の気に入った空間で、センスの
よい気に入った販売スタッフから接客を受けることで、顧客は十
分満足してくれるはずである、そのことの繰り返しが、固定客の増
加につながってくる。
3.3  事業展開の立地が多様化、グローバル化する
　これまで、ファッションビジネスが展開できる立地は、人通りの多
い大都市の中心地やターミナルに限定されすぎてきたきらいが
ある。しかしながら、現在では、人口の少ない地域でも、必要顧
客数が確保できれば、立地として成立する。必ずしも「ショップ空
間」が特定されなくても、仮想空間であっておよい。
　また、国境を超えての出店も、カントリーリスクはあるもののこれ
からは、立地候補の中に位置づけることができる。ネット販売の登
場で、立地は、無限大にも広がろうとしている。
　4  期待される専門店業態
4.1  地域基盤のサービス型専門店
　地域に根差し、ファッション情報が豊富で個性的でリーダーシッ
プの強い経営者のもとに経営される専門店で、限定したショップ
数で展開をする。顧客は固定客が大半を占める。サービスが徹
底し、顧客満足度の高い店。サービス付加価値を創造・提供でき
る店。合わせ、ネット販売の仕組みも持っている専門店を考えて
みた。
　さらに、成立する条件を整理すると（表2）、
　この業態を、サポートする動き、背景としては次のような事象を
紹介出来る（表3）。
4.2  ネットショッピング
　ネットショッピングは、これまで、ファッションビジネスには不向き
であるという認識で受け止められていた。しかし、実際の動きが、
その概念を破壊してしまった。リアルショップで売られている付加
価値のあまり高くない商品を、ネットでも売ってみるという発想の
延長ではない。
　商品価値よりも、実態は、顧客は、「情報価値」を買っていると
受け止めるべきであろう。それゆえ、サイズがぴったりしていなく
ても、色が想定していたものと一致しなくても、モデルの誰々さん
が着ていた同じ服が手に入ることに満足するのである。しかも、
東京から遠い、地方に住んでいても手に入れることができる喜び
もある。
　ネットショッピングで成功するポイントは、パソコンや携帯から洋
服を購入できる
　仕組み、単なる通信販売ではないということである。ひとつの業
態を構成する一機能であると考えるとき、応用範囲の広い業態で
あるといえよう。
4.3  その他の期待される専門店業態
　既存の専門店の中心業態には、SPA（製造小売業）、セレクト
ショップ、ライフスタイルショップ、がある。しかし、先行したSPA
は、引きつけてからモノ作りをするため、どこも同じ、売れ筋追求
型に陥り、顧客離れを起こしている。
　セレクトショップは、セレクトの基準が明確であれば、切り口は豊
富に存在するため、SPAを超えて中心的な存在を維持しつづけ
るだろう。
　そして、ライフスタイルショップは、これからますます、人々のライ
フスタイル志向が強まるため、さらに増加をするであろう。
　5  2011年以降の新専門店時代への期待
5.1  業態が衰退過程にはいると
　　景気回復しても元には戻らない
　景気回復といっても、既存の企業が、そのまま業績回復すると
いう意味ではない。
　これまで、大きな変革を経験しているが、変革が大きいほど、新
しい企業が、売り上げを増やす傾向がみられる。ヤングカジュア
ルファッションは、爆発的な人気をもたらした。しかし、団塊世代
が過ぎ去ったあと、団塊ジュニアの到来を待ったが、品揃え型専
門店からDCブランドという異なる業態に移行してしまった事実を
経験している。
　現在、不振の中心である百貨店や、量販店(GMS)は、同じこと
をやっていたのでは、売り上げの回復は期待できない。景気回
復時には、生活者の関心は、新業態に移行する確率が高いと思
われるからである。
　業態が、一度生活者に飽きられると、回復は困難である。今回
の不況は、既存の業態に対する生活者の関心離れにその特徴
のひとつがある。売上が一時的な低下なのか、構造的な問題を
含んでいるのかは、経験的に、売上の前年対比が、90％を割り
込んで推移するかどうかにある。10％以内の売り上げダウンは、
天候の問題や、品揃えの失敗に起因するもので、修正可能、修
復可能である。一方、９０％を継続的に割り込むのは、業態自体
が、生活者の支持を失い、売り方として機能しなくなってしまった
と、疑わねばならない。解決策は、抜本的なものでなければなら
ない。
5.2  市場環境の認識と前提としての人材の育成
　日本のファッション業界は、大きな岐路に立っている。なぜな
ら、これまでの主力業態が、社会、経済の変化から乖離し、修復
不可能に近い状態に追い込まれているからである。ファッション
業界はこれまで、次々に新業態と取組み、顧客の変化に対応し
てきた。
　それゆえ、現在の市場環境はどうなっているのかの認識とその
変化の方向性を的確に予測する能力が求められる。そのために
は、日本における市場環境の変化と業界が、具体的にどう対応
してきたかの歴史的検証が必要である。（詳細は、別途論文化す
る予定にしている）。専門店業界では、次のような変遷をたどり今
日に至っている（表4,5）。
　このような仮説を、現場（店頭）、ライバル、街、を観察することで
入手できる情報を収集し、スクランブルされ熟成された時に、発
想することが可能になる。
5.3  起業への積極的な取り組み
　新しい業態を模索するには、起業にチャレンジする必要があ
る。業態は、綿密に組み立てられても、必ずしも効果をはっきす
るものではない。起業は、リスキーであり、連続した失敗は回避し
なければならないが、かといって、チャレンジしなければ、新業態
を確立することはできない。若い人には、業界での経験を積んだ
後、積極的に取り組んでほしいものである。変革後の社会では、
過去の呪縛が行動変化を遅らせてしまう。特に、過去の成功体
験は、新しい発想に際し阻害要因になる傾向が多くみられるから
注意が必要である。
5.4  まとめ
　大規模な生活者の意識行動の変化を脱却する際には、既存の
業態の売り上げ回復はあまり期待できない。景気拡大の担い手
になるのは、新業態である。これまで、団塊世代が支えていた品
揃え型専門店が、団塊ジュニアの台頭を待ち、復活を期待した
が、結果は、DCブランド、09系ジュニアブランド等の新規業態へ
顧客は流れて行ってしまい、期待が空振りに終わったことがあ
る。これからの専門店の新業態に共通に見られる要素としては、
次のようなものになるであろう（表6）。
　最大の特徴は、大都市基盤ではない、コミュニティー基盤の上
に成立する。そして地産地消、が核、結果、独自性の発揮にな
り、コンセプトの明確化につながる。それゆえ、フランチャイズで
の個性発揮が、ネット等での全国販売、グローバル化につながっ
てくるのである。
　生活者の評価は、圧倒される地域より、同化できる地域に高ま
りつつある。大都市への流れは、集中は、情報伝達が同時性で
可能な時代の基盤、マスコミュニケーションのもとに出てきたトレ
ンドといえよう。
　小売業の業態とは、売り方の仕組みであり、生活者の評価に
よって命運が左右される。小売企業には、何を売るかがまず最初
にあり、それを効果的、効率的に売るための売り方（業態）を創造
したり、既存の業態から選択する。
　このように、これまでは、モノを介在として、顧客(購入者)とつな
がりを持っていた。それは、顧客が必要とする時にできるつながり
で、つながりがあるからモノを買うという関係になっていなかった。
そのため、売り上げが不安定になる傾向があったが、モノに対す
る需要が強い時代には、適正な仕組みであった。
　しかし、モノが充足している状態、競争相手が多く、強力なライ
バルを相手にする場合、必要売上を確保するのは容易なことで
はない。モノが同質化し、付加価値が相対的に小さくなる時代に
は、価格競争に入る。その場合、給与水準が高く、人件費ウエイ
トが高い日本の場合、中国をはじめとするアジアの諸国に勝って
行くには、競争の基準を、価格競争以外に求めなければならな
い。
　この問題意識こそ、小論をまとめるきっかけになったものであ
り、ここでのチャレンジが、ファッション業界に再び、成長発展をも
たらす可能性を秘めている。
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表5：主要専門店業態の変遷
・高度成長社会
・人口増加、若者社会
・国際競争社会
・モノ不足の時代
・大都市集中
・成熟社会
・人口減少、高齢化社会
・グローバル社会
・基本需要充足の時代
・地方拠点中心、地方分権
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表4：市場環境、市場背景の変化
　要約  
　2008年に世界を襲った世界的規模の経済危機は、2009年末
には、問題を残すものの回復過程を辿っているとの認識が多数
を占めている。しかし、元に回復するのではなく、新たな局面に
入ったと考えるべきである。特に、消費者の意識と行動は大きな
変化を見せている。そこで、消費行動に対応する小売業態の変
化と今後の展望を専門店に絞って考察してみた。
　小売企業、特にファッション専門店が、付加価値を付与できる
要素として、商品以外には、サービスがある。顧客が満足できる
接客、ショップ空間を通じて付加価値を提案することである。商
品は、最近特に、多様な方法で入手できるようになってきている
が、サービスの提供は、個別、固有なもので強調すれば、一か所
しかない。ここで、他店と差別化すべき時代が到来している。顧
客は、自分の気に入った店、販売員、雰囲気の中で買い物を楽
しむ時代である。
　モノの販売の局面では、激しい価格競争で行き詰まりを見せて
いる。付加価値を付与できる余地は無くなってきている。デフレス
パイルを伴った、2008年以来の経済不況から脱却するには、価
格競争以外に競争の場を求めていかなければならない。
【キーワード】
・業態
・付加価値
・ファストファッション
・巣ごもり消費
・ネットコミュニケーション
・市場環境
と景気が回復しても、顧客は戻ってきてくれなくなる。
　生活者が「飽き」を感じている業態は他にもある。「ラグジュア
リーブランド」など高額品を売る専門店、売れ筋だけを追いかけ
る専門店、全国的に画一の商品を売るチェーン店、等も、この範
疇に入るのではないだろうか。
（3）マスコミュニケーションからネットコミュニケーションへ
　これら経済的な変化と同時に、社会的にも大きな変化が実現し
ている。これまでの日本の社会における情報の伝達は、マスメ
ディアを通して、時間差をもって広まっていった。そしてほとんど
の情報は大都市に集中し、新聞やテレビに代表されるメディアが
広め、主導権を持っていた。
　しかし、パソコンや携帯の普及は、ネットコミュニケーションを発
展させた。情報入手もショッピングもパソコンや携帯で行う、ネット
社会が成立した。さらに、電子カードの利用によって、現金を使わ
ずに、交通機関が利用できるようになり、買い物もポイントの付加
により、カード利用が促進されている。いわば、生活者の買い物
環境が一変してしまった。そのような状況にもかかわらず、従来型
の売り方、業態を死守しようとしている小売企業が多い。これま
で、ファッション衣料は、サイズや色の問題があり、ネットでの買い
物対象にならないというのが常識だったが、「東京ガールズコレク
ション」に代表されるイベントで、携帯で商品を買う若者が急増し、
常識は消えてしまった。それゆえ、ネットコミュニケーションを前提
とする販売システムの構築が急がれなければならなくなった。
　2  小売業態の現状と
そこから見えてくるもの
2.1  百貨店、量販店の衰退
　百貨店は、戦前戦後、量販店は、戦後、小売業態の主要業態
として圧倒的な生活者の支持を受けてきた。特に、団塊世代を中
心とする人口増を背景に、高度成長期の消費をサポートしてき
た。しかし、少子化、高齢化という社会基盤の変化は、業態との
間のギャップを拡大させている。2010年に入っても、百貨店は、
回復の方向性を明確には見い出せず、弱体化した店舗から順に
閉店整理を余儀なくされている。現在の百貨店の主要4グループ
は、3グループに統合される確率が高く、さらに、各グループ内の
整理が進むはずである。最終的には、大都市に大型店舗が残る
だけになり、他は、新業態に転換せざるをえなくなるであろう。
　一方、量販店は、すでに、2大グループに集約されており、しか
も、2グループとも、ファッション衣料については、赤字に転落して
いる。それゆえ、量販店として再生を図るのは難しく、既存の店
舗は、業態転換が行われるであろう。
2.2  ファストファッションの台頭と
　　好調に推移する低価格志向の店
　2007年日本の銀座に進出を果たしたスウェーデンの国際的企
業「H&M」は、人気化し行列が続いた。その後も急ピッチで、多
店舗展開に走っている。一方、「フォーエバー21」が原宿に出
店、こちらも人気化した。それ以前に進出を果たしている「ZARA」
や「トップショップ」も好調である。これらのファストファッション企業
は、さらに、主要都市への出店を計画しており、全国的に支持さ
れるであろう。
　同時に、ファーストリテイリング、「ユニクロ」が、ファストファッショ
ンとは一線を画する業態で、ヒット商品を連続させ、海外にも積
極的に拡大している。
　国内の企業では、低価格志向の店として、「しまむら」「ニトリ」等
が売り上げを伸ばしている。不況の中でも大健闘しているのは、
生活者の少しでも安くのニーズをキャッチしているからといえよ
う。
2.3  ネット販売、リアルショップとの関係
　ネット販売が好調である。パソコンが普及し、ネットで情報を簡
単に入手したり、メール交換ができるようになり、ネットを利用した
販売が、ファッション衣料にも広がっている。これまで、難点とされ
ていた、サイズがフィットするかわからない、色が実物と異なるの
ではという心配も、あのモデルがあのショーで来ていた服が欲し
いといった強い欲求や、リアルショップを開設し実物をみることが
できるサービス等で、懸念が払拭されつつある。新業態として、
いつでも、どこからでも、注文できる便宜性とも相まって、定着発
展する可能性に富んでいる。
　さらに最近では、リアルショップを開設し、試着ができるサービ
スもされはじめている。両者の持つ機能を交流させることにより、
新たなサービスが開発される可能性もある。
2.4  商品価値とサービス価値
　ファッション産業は、付加価値を顧客に提案し、満足してもらう
産業である。そして、付加価値には、商品価値とサービス価値が
存在する。これまでは、商品価値の評価のウエイトが大きく、サー
ビスは、プラスαの意味合いが強かった。ところが、豊富なタンス
在庫や低価格志向の強まりから、商品に付加価値を求めるのが
難しい環境になってきている。日本でモノを作るのでは、コスト競
争力のある中国をはじめアジア諸国に対抗するには、困難であ
る上に、ぎりぎりまで値を下げての価格競争には勝ち目はない。
　そこで、注目されるのが、「サービス価値」である。顧客にサービ
ス価値を理解してもらい、固定客、お得意さんになってもらうこと
で、生き残っていくことは可能であり、有望でもある。日本の小売
　1  生活者の意識・行動が大きく変わる
1.1  盛り上がりが見えない個人消費
（1）2009年、2010年、年末年始の動き
　2009年末のお歳暮商戦、クリスマス商戦は、盛り上がりを見せ
ぬままに新年を迎えた。2010年の初売りは、「巣ごもり消費」と呼
ばれるように、遠出を控えた人々が、大型商業施設に足を運び、
にぎわいを見せた。客数は増えたものの、売り上げは伸びず、福
袋人気の継続で、一部の百貨店や、ファッションビルで行列がで
きたが、全体の売り上げを押し上げる効果にはならなかった。
　特徴的には、価格志向が徹底し、安価な商品を求める行動が
主流になっている。海外から進出してきたファストファッションや
日本のユニクロに代表される低価格志向の小売企業に人気が集
中した半面、既存の主要業態は、百貨店の売り上げに象徴的に
見られるように、24か月(2010年2月現在)売り上げの前年割れが
続いている。ついに、2009年にはピーク時売り上げの70％を切る
7兆円割れに落ち込んでしまいしかも、回復傾向は未だ見えてい
ない（表1）。
　共通に見られることは、低価格消費、節約消費である。直接的に
は、ボーナスの減額、給与の伸びが期待できない、雇用不安、な
ど収入に関する不安要素の影響が大きい。その対応策として、生
活防衛、「節約」して収入減を補おうという姿勢が鮮明にみられる。
（2）いつ頃回復するのか、節約志向は続くのか
　ファッションの世界では、ファストファッションや低価格商品が人
気化している。しかし、これは、まだ、東京圏を中心にした動き
で、2010年以降、地方出店という形で2011年ころまでは、人気が
継続するものと思われる。しかし、生活者は、安価な商品に飽き、
良質なもの、贅沢なものへと回帰するはずである。同時に、景気
の回復は、その動きを促進する。景気回復傾向は、2010年末に
かけて確認され、新しい局面に入ってくる。その際、中国の経済
発展の影響は大きいものとなるはずである。
　一方、2010年は、バンクーバー冬季オリンピック、上海万国博
覧会、ワールドサッカー南アフリカ大会など、世界的なイベントが
開催される。特に、上海万博は、隣国中国での開催でもあり、隣
国のメリットを享受できる可能性も大きい。このような諸条件が重
なり、雇用不安が続くもの2011年末には、景気回復が実現する
であろう。
1.2  社会的・経済的変動が生活者の意識・行動を変える
（1）リーマンショックと世界的経済変動
　2008年、第3四半期に起こった、アメリカの証券会社リーマンブ
ラザースの経営破綻で、金融業界の抱える問題点が表面化、一
挙に世界中に波及した。金融業界に限らず、自動車業界にも問
題が広がり、景気は急降下した。各国は連携をしながら大胆な対
策を実施し、指標となる株価も、2010年年初には中国を筆頭に
元にもどりつつある。
　しかしながら、雇用の回復が鈍く、デフレ傾向が重なり、個人消
費の動きは低迷したままである。生活不安をもたらす大きな経済
変動は、生活者の意識・行動を変えてしまい、社会変化にもつな
がっている。
（2）低価格志向、巣ごもり消費、既存業態への飽き
　当然、生活者は、生活防衛のために意識・行動を変化させた。
象徴的には、次の3つを指摘することができる。
「低価格志向」
　収入が減り、将来に対する不安が大きくなれば、生活防衛に走
る、同じものなら1円でも安いものを、急ぐものでなければ買うのを
控える、消費の「節約」に努めるようになる。このような生活者の意
識・行動の変化に適切に対応したのが、偶然性もあるが「H&M」,
「ZARA」、「フォーエバー21」に代表されるファストファッションで
あった。生活者は、オープンに殺到、行列現象は社会的な話題
にもなった。同時に、「ユニクロ」が、単品レベルの大ヒットを連
続、世界進出も積極的に行い人気化した。その他、低価格志向
を鮮明にした「しまむら」「ニトリ」が売り上げを伸ばしている。
「巣ごもり消費」
　外出するとつい無駄なお金を使ってしまったり、コストもかかる。
それよりも、家で静かに過ごすことの方がいいという考え方が浸
透している。買い物も、ネットショッピングを利用してあまりわざわ
ざ買い物に出かけようとしない。高齢者ばかりではなく若者も同じ
ような行動をとるものが増えている。
「既存業態への飽き」
　百貨店、量販店というこれまでの中心的な業態が、連続して売
り上げを落としている。一時的な売り上げ低下であれば、回復期
待をもてるが、「業態」（売り方）そのものに新鮮さ、魅力を感じなく
なっている。消費を控えようとしたとき、その気持ちを抑えてまで
行こうとは思えない。現在の、百貨店、量販店がまさにその対象
になっている。そうなると、「業態」そのものを根本的に見直さない
店のサービスレベルは、世界最高レベルにあり、顧客の満足する
接客と店舗空間を提供することで、結果、売り上げを伸ばすだけ
でなく、「サービス付加価値」を創造し提供することで、新業態に
もなる可能性がある。
　3  専門店業態はどう変わるか
3.1  生活者の商品入手選択肢の多様化
　ネット販売の登場もあって、生活者の商品入手の選択肢は、一
段と豊富になっている。これまでは、大半のモノは、店に行かな
ければモノを手に入れることができなかったが、現在では、家庭
内から、24時間、海外にまでも、商品購入の手段は豊富になって
いる。生活者のライフスタイルや環境によって、さまざまなパター
ンが用意されるようになってきている。そうなると、既存の固定的
な、制約のある買い方をしなくてもモノが買える自由な業態を提
案できるはずである。
3.2  専門性の発揮と顧客を満足させる環境の登場
　専門店ビジネスにとって、顧客にどのようなサービスを提供で
き、かつ、満足してもらえるかが、存続の鍵を握っている。商品は
同じでも、満足度に差を付けることができる。接客による差別化が
基本だが、最近では、五感を満足できるショップ空間づくりに工
夫が加えられるようになってきた。顧客が、自分の好きな洋服を
買う時に、チケットを購入して、コンサートに行き演奏を楽しむ、
自分の好きな空間と時間の経過に酔いしれるのと同じように、自
分の好きなブランドの服を、自分の気に入った空間で、センスの
よい気に入った販売スタッフから接客を受けることで、顧客は十
分満足してくれるはずである、そのことの繰り返しが、固定客の増
加につながってくる。
3.3  事業展開の立地が多様化、グローバル化する
　これまで、ファッションビジネスが展開できる立地は、人通りの多
い大都市の中心地やターミナルに限定されすぎてきたきらいが
ある。しかしながら、現在では、人口の少ない地域でも、必要顧
客数が確保できれば、立地として成立する。必ずしも「ショップ空
間」が特定されなくても、仮想空間であっておよい。
　また、国境を超えての出店も、カントリーリスクはあるもののこれ
からは、立地候補の中に位置づけることができる。ネット販売の登
場で、立地は、無限大にも広がろうとしている。
　4  期待される専門店業態
4.1  地域基盤のサービス型専門店
　地域に根差し、ファッション情報が豊富で個性的でリーダーシッ
プの強い経営者のもとに経営される専門店で、限定したショップ
数で展開をする。顧客は固定客が大半を占める。サービスが徹
底し、顧客満足度の高い店。サービス付加価値を創造・提供でき
る店。合わせ、ネット販売の仕組みも持っている専門店を考えて
みた。
　さらに、成立する条件を整理すると（表2）、
　この業態を、サポートする動き、背景としては次のような事象を
紹介出来る（表3）。
4.2  ネットショッピング
　ネットショッピングは、これまで、ファッションビジネスには不向き
であるという認識で受け止められていた。しかし、実際の動きが、
その概念を破壊してしまった。リアルショップで売られている付加
価値のあまり高くない商品を、ネットでも売ってみるという発想の
延長ではない。
　商品価値よりも、実態は、顧客は、「情報価値」を買っていると
受け止めるべきであろう。それゆえ、サイズがぴったりしていなく
ても、色が想定していたものと一致しなくても、モデルの誰々さん
が着ていた同じ服が手に入ることに満足するのである。しかも、
東京から遠い、地方に住んでいても手に入れることができる喜び
もある。
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　ネットショッピングで成功するポイントは、パソコンや携帯から洋
服を購入できる
　仕組み、単なる通信販売ではないということである。ひとつの業
態を構成する一機能であると考えるとき、応用範囲の広い業態で
あるといえよう。
4.3  その他の期待される専門店業態
　既存の専門店の中心業態には、SPA（製造小売業）、セレクト
ショップ、ライフスタイルショップ、がある。しかし、先行したSPA
は、引きつけてからモノ作りをするため、どこも同じ、売れ筋追求
型に陥り、顧客離れを起こしている。
　セレクトショップは、セレクトの基準が明確であれば、切り口は豊
富に存在するため、SPAを超えて中心的な存在を維持しつづけ
るだろう。
　そして、ライフスタイルショップは、これからますます、人々のライ
フスタイル志向が強まるため、さらに増加をするであろう。
　5  2011年以降の新専門店時代への期待
5.1  業態が衰退過程にはいると
　　景気回復しても元には戻らない
　景気回復といっても、既存の企業が、そのまま業績回復すると
いう意味ではない。
　これまで、大きな変革を経験しているが、変革が大きいほど、新
しい企業が、売り上げを増やす傾向がみられる。ヤングカジュア
ルファッションは、爆発的な人気をもたらした。しかし、団塊世代
が過ぎ去ったあと、団塊ジュニアの到来を待ったが、品揃え型専
門店からDCブランドという異なる業態に移行してしまった事実を
経験している。
　現在、不振の中心である百貨店や、量販店(GMS)は、同じこと
をやっていたのでは、売り上げの回復は期待できない。景気回
復時には、生活者の関心は、新業態に移行する確率が高いと思
われるからである。
　業態が、一度生活者に飽きられると、回復は困難である。今回
の不況は、既存の業態に対する生活者の関心離れにその特徴
のひとつがある。売上が一時的な低下なのか、構造的な問題を
含んでいるのかは、経験的に、売上の前年対比が、90％を割り
込んで推移するかどうかにある。10％以内の売り上げダウンは、
天候の問題や、品揃えの失敗に起因するもので、修正可能、修
復可能である。一方、９０％を継続的に割り込むのは、業態自体
が、生活者の支持を失い、売り方として機能しなくなってしまった
と、疑わねばならない。解決策は、抜本的なものでなければなら
ない。
5.2  市場環境の認識と前提としての人材の育成
　日本のファッション業界は、大きな岐路に立っている。なぜな
ら、これまでの主力業態が、社会、経済の変化から乖離し、修復
不可能に近い状態に追い込まれているからである。ファッション
業界はこれまで、次々に新業態と取組み、顧客の変化に対応し
てきた。
　それゆえ、現在の市場環境はどうなっているのかの認識とその
変化の方向性を的確に予測する能力が求められる。そのために
は、日本における市場環境の変化と業界が、具体的にどう対応
してきたかの歴史的検証が必要である。（詳細は、別途論文化す
る予定にしている）。専門店業界では、次のような変遷をたどり今
日に至っている（表4,5）。
　このような仮説を、現場（店頭）、ライバル、街、を観察することで
入手できる情報を収集し、スクランブルされ熟成された時に、発
想することが可能になる。
5.3  起業への積極的な取り組み
　新しい業態を模索するには、起業にチャレンジする必要があ
る。業態は、綿密に組み立てられても、必ずしも効果をはっきす
るものではない。起業は、リスキーであり、連続した失敗は回避し
なければならないが、かといって、チャレンジしなければ、新業態
を確立することはできない。若い人には、業界での経験を積んだ
後、積極的に取り組んでほしいものである。変革後の社会では、
過去の呪縛が行動変化を遅らせてしまう。特に、過去の成功体
験は、新しい発想に際し阻害要因になる傾向が多くみられるから
注意が必要である。
5.4  まとめ
　大規模な生活者の意識行動の変化を脱却する際には、既存の
業態の売り上げ回復はあまり期待できない。景気拡大の担い手
になるのは、新業態である。これまで、団塊世代が支えていた品
揃え型専門店が、団塊ジュニアの台頭を待ち、復活を期待した
が、結果は、DCブランド、09系ジュニアブランド等の新規業態へ
顧客は流れて行ってしまい、期待が空振りに終わったことがあ
る。これからの専門店の新業態に共通に見られる要素としては、
次のようなものになるであろう（表6）。
　最大の特徴は、大都市基盤ではない、コミュニティー基盤の上
に成立する。そして地産地消、が核、結果、独自性の発揮にな
り、コンセプトの明確化につながる。それゆえ、フランチャイズで
の個性発揮が、ネット等での全国販売、グローバル化につながっ
てくるのである。
　生活者の評価は、圧倒される地域より、同化できる地域に高ま
りつつある。大都市への流れは、集中は、情報伝達が同時性で
可能な時代の基盤、マスコミュニケーションのもとに出てきたトレ
ンドといえよう。
　小売業の業態とは、売り方の仕組みであり、生活者の評価に
よって命運が左右される。小売企業には、何を売るかがまず最初
にあり、それを効果的、効率的に売るための売り方（業態）を創造
したり、既存の業態から選択する。
　このように、これまでは、モノを介在として、顧客(購入者)とつな
がりを持っていた。それは、顧客が必要とする時にできるつながり
で、つながりがあるからモノを買うという関係になっていなかった。
そのため、売り上げが不安定になる傾向があったが、モノに対す
る需要が強い時代には、適正な仕組みであった。
　しかし、モノが充足している状態、競争相手が多く、強力なライ
バルを相手にする場合、必要売上を確保するのは容易なことで
はない。モノが同質化し、付加価値が相対的に小さくなる時代に
は、価格競争に入る。その場合、給与水準が高く、人件費ウエイ
トが高い日本の場合、中国をはじめとするアジアの諸国に勝って
行くには、競争の基準を、価格競争以外に求めなければならな
い。
　この問題意識こそ、小論をまとめるきっかけになったものであ
り、ここでのチャレンジが、ファッション業界に再び、成長発展をも
たらす可能性を秘めている。
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表6：新業態に見られる要素
